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YOKOGAWAは

計測と制御と情報をテーマに

より豊かな人間社会の実現に貢献する

YOKOGAWA人は

良き市民であり

勇気をもった開拓者であれ

YOKOGAWAは、1915年の創立以来90年以上にわたって、計測、

制御、情報を技術ドメインとして、産業界に最先端の製品やサービス

を提供してきました。卓越した技術が生み出す高い付加価値は、

産業の発展だけでなく、豊かな人間社会の創造に寄与しています。

YOKOGAWAは、これからも健全で利益ある成長の実現に向けて

挑戦を続けてまいります。
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見通しに関する留意事項
本報告書に記載されている当社グループの計画、見通し、

戦略、判断などのうち、過去の事実でない記述は将来の

業績に関する見通しであり、現時点で入手可能な情報に

基づいた経営者の判断によるものです。これらの業績	

見通しは、経済状況や為替相場など多数の重要な要因に

より、実際の業績とは大きく異なる可能性があることを	

ご承知おきください。



NET SALES
(Billions of yen)
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3,012 YOKOGAWAの創立以来の事業である計測分野では、計測機器

の提供を通じて、産業界に貢献しています。電気・電子製品、自動

車などの開発や生産などに欠かせない測定器のビジネスでは、	

幅広く製品をラインアップし、充実した校正・サービス体制で、	

お客様に最適なソリューションを提供しています。半導体テスタの

ビジネスでは、半導体の高速化・高機能化に合わせた製品を開発、

最新のテストソリューションを提供しています。

計測、制御、情報の分野で培ってきた技術を生かし、超高速・	

大容量の次世代通信関連の光通信機器、細胞を生きたまま観察

できる共焦点スキャナ、新薬の候補となる化合物のテストを自動

化する創薬支援システム、高精度位置決め用のダイレクト	

ドライブモータなどを提供しています。また、航空機や船舶用の

エンジン計器や航法装置のビジネスも展開しています。

YOKOGAWAは各種プラントの生産設備の制御・運転監視を行う

分散形制御システムを世界に先駆けて開発し、制御分野のリー

ディングカンパニーとしてグローバル市場で高い評価を受けてい

ます。圧力計、流量計、分析計など現場のセンサから制御システム、

生産性向上のための各種ソフトウエア、プラントのライフサイクル

コストを最小化するサービスに至る総合的なソリューションを	

提供し、石油、化学、鉄鋼、紙パルプ、ガス、電力、薬品、食品など

あらゆる産業の発展を支えています。
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光通信

バイオテクノロジー

医薬品

産業機械

航空機

船舶

通信

電機・電子

精密機械

自動車

電気保守

半導体

新興国の経済成長に伴うエネルギー需要の増大や

原油高を背景に、石油・石油化学・天然ガスなどの	

エネルギー関連投資がここ数年、活発に行われて

きました。しかし、2008年度後半からの金融危機と

それに伴う実体経済の悪化、原油価格の下落など

により、既存プラントにおける減産や新規プラント

投資を先送りする動きが拡大し、市況が悪化して

います。当面は厳しい状況が続くと予想されますが、	

中長期的には、エネルギー需要の増大は必至であり、

制御事業は安定的に成長すると予測しています。

フォトニクスビジネスについては、40Gbps基幹系

光通信網の普及が進み、トランスポンダ（通信装置

搭載用の光送受信機）の需要が拡大しています。	

日本に続き、米国や欧州、さらにはアジアの新興国

でも市場が立ち上がりつつあります。

ライフサイエンスビジネスについては、生きた細胞

を観察するライブセルイメージングの市場が、海外

を中心に堅調に推移しています。2008年度に新規

参入した創薬支援システムの市場は今後、大きく	

成長すると見込まれます。

測定器については、新エネルギーや省エネルギー

分野への投資は活発に行われていますが、主要顧客

である電機や自動車業界では設備投資、研究開発

投資が大幅に抑制され、厳しい市況が続いています。

半導体テストシステムについては、価格下落や	

実体経済の悪化により、半導体メーカーが設備投資

を大幅に抑制した結果、市場はかつて無い水準	

まで縮小しています。半導体市場ではメーカーの	

統合・再編が進展している状況であり、厳しい市況

は依然継続する見込みです。

石油

化学

鉄鋼

紙パルプ

ガス

電力

上下水

薬品

食品

半導体

電機・電子

自動車

非鉄窯業

機械
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フォトニクスビジネスについては、40G RZ-DQPSK方式のトランス	

ポンダをいち早く市場に投入し、安定供給できる体制を築きました。今後、

市場の拡大に対応し、積極的な海外展開を図るとともに、生産能力の	

拡大と一層のコストダウンを進めていきます。ライフサイエンスビジネス	

では、引き続き共焦点スキャナの海外展開に努めるとともに、市場の成長

が見込める創薬支援システムの早期立ち上げを図ります。なお、2008年度

まで新事業と位置づけてきたフォトニクス、ライフサイエンス、アドバンスト

ステージのビジネスは、2009年度から計測機器事業に統合し、事業の選択

と集中を図るとともに、それぞれの技術を融合させた新たなソリューション

の開発を目指します。

光送受信機

共焦点スキャナ

創薬支援システム

画像検査システム

航空・舶用機器　など

波形測定器

電力測定器

電圧・電流・抵抗・圧力・温度測定器

データロガー

信号発生器

光通信測定器

ネットワーク監視システム

時間・周波数測定器

無線通信測定器

半導体テストシステム　など

測定器ビジネスについては、電力測定器、光スペクトラムアナライザ、	

ミックスドシグナルオシロスコープなどの分野で高いシェアを誇って	

います。今後は、新エネルギーや省エネルギー関連機器の開発分野や	

環境保全分野、光通信などの社会インフラ分野にターゲットを絞り、	

製品開発効率を上げるとともに、付加価値の高いソリューションを提供	

していきます。半導体テスタビジネスでは、市場の構造的な変化に対応	

して固定費の削減を図るとともに、メモリテスタ分野にリソースを集中	

します。一方で、「はかる」ことはあらゆる技術の原点であることから、	

計測技術を当社の差別化技術として制御など他の事業にも展開して	

いきます。

生産制御システム

安全システム

生産管理システム

品質管理システム

設備管理システム

エネルギー管理システム

差圧・圧力伝送器

流量計

分析計

記録計

保守サービス　など

YOKOGAWAは、他社に先駆けて1975年に分散形制御システムを発売

し、世界で2万プロジェクト以上の納入実績を上げてきました。高い信頼

性と優れたプロジェクト遂行能力はお客様から高く評価され、国内では

トップメーカー、海外ではグローバルプレーヤーとして認知されています。

理想のプラントの実現に向けたビジョン「VigilantPlant」を掲げ、製品や	

ソリューションの充実に取り組み、世界市場で実績を拡大しています。今後

は、さらなるグローバル競争に打ち勝つことのできるコスト競争力の実現や

経営資源の集中投入により強固な事業基盤を構築するとともに、計測・	

制御・情報の技術の相互活用による省エネルギー・環境保全ビジネスの	

積極展開、提案型保全サービスの提供などに取り組み、グローバルNo.1

を目指してシェアを拡大します。
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会計年度	 2006	 2007	 2008

損益状況

売上高（億円）	 	  4,334	  4,374	 3,765

営業利益（億円）	 	 293	 274	 47

営業利益率（％）	 	 6.8	 6.3	 1.3

当期純利益又は損失（億円）	 	 126	 117	 △384

財政状態（年度末）

総資産（億円）	 	 4,387	 4,446	 4,010

自己資本（億円）	 	 2,343	 2,207	 1,672

自己資本比率（％）	 	 53.4	 49.6	 41.7

1株当たりデータ

当期純利益又は損失（円）	 	 47.79	 44.76	 △149.26

配当金（円）	 	 15.00	 16.00	 16.00

純資産（円）	 	 891.08	 856.72	 649.20

株式情報

期末株価（円）	 	 1,806	 998	 394

時価総額（億円）	 	 4,851	 2,681	 1,058

発行済株式数	 	 268,624,510	 268,624,510	 268,624,510

注1：�当社では、2006年度に連結子会社の決算期の統一を図りました。そのため2006年度は中国の子会社については15カ月決算となり、その他の海外連結子会社については	

13カ月決算となっています。この決算期変更に伴い、2006年度は12カ月決算の場合と比べ、連結売上高は221億円、連結営業利益は14億円、連結当期純利益は10億円	

増加しています。

2：億円表示の項目については、億円未満四捨五入で算出しています。
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　当社グループは、長期経営構想「VISION-21＆ACTION-21」に

基づき、健全で利益ある経営の実現に取り組んでおります。

　2008年度の業績は、世界的な金融危機に伴う実体経済の	

急激な悪化、半導体製造設備に対する大幅な投資抑制、さらには

円高などの影響により、主力の制御事業をはじめ、計測機器事業、

新事業その他の3事業セグメントすべてにおいて減収減益という

結果となりました。

　現在直面している厳しい事業環境を乗り越え、2011年度以降

の成長に向けて利益体質への転換を図るため、当社グループは

2009年度と2010年度の2年間を「次なる飛躍に向けた構造改革

の時期」と位置づけました。固定費削減による経営効率の向上と

事業ポートフォリオの見直しに向けた諸施策の実行を徹底する	

ことによって、企業価値の向上を図る所存です。

　当レポートでは、当社グループが直面している事業環境や課題、

それを乗り越えるための改革の取り組みをご報告いたします。	

皆様には引き続き、ご支援ご鞭撻を賜りますようお願い申し上げます。

2009年7月

代表取締役会長

代表取締役社長
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2008年度の事業環境と業績

　2008年度の事業環境においては、世界的な金融危機に端を発した年度後半から

の急激な実体経済の悪化に伴い、幅広い業種で投資抑制の動きがみられました。	

グループ売上の80%を占める主力の制御事業では、海外市場において、資金調達環境

の悪化などの理由により、石油・石油化学分野でプラント建設の延期が生じました。

国内市場でも、さまざまな業種で減産の動きが顕著になり、投資が抑制されました。

　このような市場環境のもと、当社グループは市場ニーズの変化に対応した新製品

を投入し、事業領域の拡大を図りました。新製品としては、生産効率の向上に貢献

する生産管理システムや、油田・天然ガス田やパイプラインなど酷暑・酷寒、高地に

ある生産設備での使用が可能な高耐久・低消費電力タイプの制御・監視モジュール

などを発売しました。また、省エネルギー、CO2排出削減など地球環境保全分野	

での提案力を強化するため、独創的なガス分析技術をもつ米国のAnalytical 

Specialties, Inc.を買収し、同社のレーザガス分析計を製品ラインアップに加えました。	

このレーザガス分析計は煙道中の各種成分をリアルタイムに測定することができ、

燃焼状態を最適に保つことで燃料の節約やCO2の発生抑制を可能にします。

　制御事業の売上高の60%以上を占める海外市場では、石油・ガスの探査、開発、	

生産などのアップストリーム(上流工程)市場へ本格的に参入したほか、新興国を中心に

需要が増大している電力プラント市場への対応を強化し、各国で大型プロジェクトを

受注しました。また、プラントのライフサイクル全体にわたり顧客の継続的な業務改善

活動を支援する「VigilantPlant Service」の提供を開始しました。このように、開発	

から販売、マーケティング、サービスにわたり積極的な事業活動を行いましたが、

2008年度後半からの市況悪化と円高の影響により、制御事業の海外売上高は	

前期比142億円減の1,824億円となりました。国内では、既設プラントの更新需要の

確実な取り込みのほか、電力・ガス・水道などの社会インフラ、食品・薬品、省エネルギー・

環境保全など、市況の影響を比較的受けにくい分野に注力しましたが、売上高は前期比

68億円減の1,188億円となりました。これらの結果、制御事業の売上高は、前期比	

211億円減の3,012億円、営業利益は、前期比100億円減の291億円となりました。

2009年度、2010年度の2年間を
「次なる飛躍に向けた構造改革の
時期」と位置づけ、アクションプランを
着実に実行していきます。

代表取締役社長

海堀　周造
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　計測機器事業のうち、半導体テスタビジネスの市場は、DRAMを中心とする半導

体デバイスの価格の下落により半導体メーカーの投資が大幅に抑制されたことから、

極めて低調に推移しました。測定器の市場についても、新エネルギー、省エネルギー

分野向け電力測定器は堅調に推移しましたが、主要顧客である国内電機、自動車

メーカーが設備投資・研究開発投資を大幅に抑制したことから、全体では低調に推移

しました。このような市場環境のもと、コストパフォーマンスを重視した電力測定器、

波形測定器などの新製品を発売し受注の確保に努めましたが、年度後半からの急激

な市場収縮の影響は大きく、計測機器事業の売上高は前期比346億円減の341億

円、営業損失は118億円悪化し138億円となりました。

　新事業その他では、フォトニクスビジネスにおいて、次世代ネットワークの普及が

本格化したことに伴い、40Gbps基幹系光通信関連の市場が拡大しました。また、

ライフサイエンスビジネスでは、共焦点スキャナの海外市場が堅調に推移しました。

一方、アドバンストステージビジネスの市場は、主要顧客である半導体製造装置メーカー

の需要の低迷により、低調に推移しました。このような各ビジネスの市場環境に対応し、

光通信関連分野では、通信業界の標準規格に対応した40Gbpsトランスポンダの	

小型化モデルを発売し、海外市場へ向けての販売活動を開始しました。また、ライフ	

サイエンスビジネスでは、高性能顕微鏡で世界最大手のカール・ツァイス社と	

販売提携するなど共焦点スキャナの海外販売力を強化するとともに、共焦点スキャナ

や精密位置決め技術の活用により新薬開発における化合物テスト工程を自動化	

する創薬支援システムを開発し、この市場に参入しました。こうした取り組みにより、

フォトニクスビジネス、ライフサイエンスビジネスの売上高は増収となりましたが、	

アドバンストステージビジネスで半導体製造装置向け受注が大幅に減少したこと	

に加え、各新事業の立ち上げのための費用もあり、新事業その他のセグメント	

全体では、売上高は前期比52億円減の412億円、営業損失は10億円悪化し106億円と

なりました。

　これらの結果、当社グループの連結売上高は前期比609億円減の3,765億円、営業

利益は前期比227億円減の47億円といずれも期初計画未達となりました。また、	

最終損益につきましては、有価証券評価損や事業再編損、固定資産の減損損失等を	

特別損失に計上したことに加え、繰延税金資産の取り崩しを期中に行ったことから、

前期の純利益117億円から、384億円の純損失となりました。

直面する事業環境の変化

　制御事業では、金融危機の影響により、お客様の資金調達環境が悪化しています。

新興国や開発途上国の生活水準向上に伴うエネルギーや素材の需要増などに	

よる、中長期的な海外市場の成長に対する確信は変わりませんが、市場が本格的な	

回復に転ずるには今しばらく時間がかかると考えています。

　計測機器事業につきましては、一昨年から続く半導体の価格下落による影響に	

加えて、今回の経済環境の悪化により、半導体製造のお客様が設備投資を大幅に	

抑制しています。この影響を受け、半導体テスタビジネスの受注は極度に落ち込ん

でいます。
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重点施策

　新事業につきましても、フォトニクスビジネス以外は、事業環境の好転は当面	

見込めないものと考えています。

　このように、当社グループの事業環境は、今後も厳しい状況が続くものと予想し

ています。世界の主要国が実施している景気回復に向けた大規模な景気刺激策に	

期待しつつも、その効果がいつ顕在化するかについては予断を許さない状況です。

当社グループでは、市場の早期回復はないものと考え、次に示す経営戦略及び

2009年度、2010年度のアクションプランにより、この危機を乗り越えてまいります。

経営戦略

　当社グループは、2000年に策定した長期経営構想「VISION-21&ACTION-21」に

基づき、2005年度を第1のマイルストーンと定めて「事業構造の革新」と「グループ	

経営の革新」を進めた結果、2005年度まで3期連続して過去最高の連結売上高及び

営業利益を達成してきました。2006年5月には、企業としての長期ビジョンである

「VISION-21」を継承しつつ、その実現のための戦略である「ACTION-21」を見直して、

2010年度を第2のマイルストーンと定めた新たな数値目標(2010年度の連結受注高

6,100億円、同売上高6,000億円、同営業利益750億円)を設定しました。これに	

基づき、「真に連結された経営による経営効率の飛躍的な向上」「グローバルシェア伸長

による売上の拡大」「先行技術開発と新規事業立ち上げによる新需要創造」を重点

施策とする取り組みを進めてきました。しかし事業環境の変化により、当社グループ

は想定を超える業績低迷に見舞われ、2010年度数値目標の達成を断念せざるを	

得ないと判断しました。この厳しい経営環境を乗り越えるため、2009年2月10日の	

第3四半期決算発表時点で「固定費の削減」と「事業ポートフォリオの見直し」を2本柱	

とするアクションプランを2009年度、2010年度の2年間で実行していくことを	

決定、さらに5月には、経営環境が急激に変化していることから2年間の時間的猶予は

ないと判断し、このアクションプランを2009年度中に断行することといたしました。

目　標 総額380億円の固定費削減 損益分岐点売上高の引き下げ

人件費の削減
• 非正規社員の雇用止め

• 一時帰休の実施ほか

減価償却費の削減 • 設備投資の抑制　2008年度 268億円　　2009年度 165億円

固定費の削減 • 活動経費の徹底的な絞り込み • 選択と集中による研究開発費の削減

• 給与・賞与の減額
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固定費の削減

　損益分岐点売上高を引き下げ、利益を出しやすい体質を実現するため、総額380

億円の固定費削減に取り組みます。そのためにまず、給与や賞与の減額、一時帰休の

実施などにより人件費を削減するほか、設備投資を前年度比で100億円以上圧縮

することにより減価償却費を削減します。経営効率の向上により徹底的に活動経費

を絞り込み、研究開発についても選択と集中を行います。これらの施策により固定費

を大きく削減していきます。

事業ポートフォリオの見直し

　計測機器事業と新事業が赤字であるという状況を早急に改善すべく、事業ポート

フォリオの見直しを行います。具体的には、「不採算事業からの撤退」「制御事業への

リソースの集中」「計測技術の維持・発展」を基本方針とし、制御事業を中心とした

新たなポートフォリオを構築していきます。

　中長期的には、新興国や開発途上国の生活水準の向上に伴い、エネルギーや素材

の需要は拡大すると考えています。また、地球環境の保全や、限りある資源の有効

利用も世界的な課題となっており、これらの両面から制御事業の将来性は大きく	

広がっています。当社グループは、プラントや工場の生産効率向上や省エネルギー

化、環境保全などのトータルなソリューション提供で市場をリードすべく、制御事業

にリソースを集中してグローバルシェアの拡大を目指します。

　また、収益力の低下している計測機器事業については、不採算分野の整理と注力	

分野への絞り込みにより、収益力の向上に努めるとともに、計測技術を当社グループの

差別化技術のひとつとして、制御事業や、環境保全分野、医療・医薬開発支援、情報

通信・社会インフラ分野などの成長市場に活用します。そのため、2009年度から、	

従来、新事業その他に含まれていた「フォトニクス」「アドバンストステージ」「ライフ	

サイエンス」の新事業を計測機器事業に統合し、より付加価値の高い次世代応用	

計測ビジネスへ進化させます。半導体テスタビジネスは、2006年から進めてきた	

目　標

各事業の施策

将来の発展に向け、

制御事業を中心とした新たな

ポートフォリオを構築

新事業その他

制御事業 経営資源を集中投入し競争力を高め、グローバル制御市場でのNo.1カンパニーを目指す

計測機器事業
不採算分野の整理と注力分野への
絞り込みにより採算を改善

市場の成長性、収益性、当社が競争優位性を
確立できるかの視点で選択と集中を実行

事業の選択と集中により

人財リソースを捻出し、

重点分野へ配置・職種転換

を実施

基本方針
①不採算事業からの撤退　
②制御事業へのリソースの集中　
③計測技術の維持・発展
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新SoCテスタの開発を中止してメモリテスタの開発に集中するとともに、人員の	

配置転換を進め、事業体をスリム化します。これらの取り組みにより、半導体テスタ

ビジネスの損益分岐点売上高を市況悪化前の2007年度の半分以下に引き下げ、	

収益力を向上していきます。

　これらのアクションプランを2009年度中に断行することにより、2010年度の全社

の損益分岐点売上高を引き下げ、売上高の回復が限定的であっても利益の出せる	

体質への転換に努めます。

2009年度の見通し

　制御事業は、2009年度も引き続きお客様の投資抑制が予想されること及び為替

レートを2008年度平均レートより円高に設定※したことから、売上高は2008年度比

532億円減の2,480億円を計画しています。営業利益については、売上高の減少や

研究開発投資の増加、及び為替レートを円高に設定した影響により、2008年度比

211億円減の80億円を予想しています。

　計測機器事業は、半導体メーカー各社の投資抑制に加え、半導体メーカー間の	

統合・再編が進展しており、市場規模が縮小していることから、半導体テスタビジネス

の受注高が引き続き低水準にとどまる見込みです。測定器ビジネスについては、	

新エネルギー、省エネルギー分野への活発な投資が期待できるものの、主要顧客で

ある電機・自動車業界の投資抑制により低調に推移する見込みです。一方で、2009

年度から計測機器事業に統合したフォトニクスビジネスは、世界規模で40Gbps基幹

系光通信網の導入が加速し、2008年度と同じく受注が拡大する見込みです。同じく

ライフサイエンスビジネスでは、引き続き共焦点スキャナの市場が堅調に推移する

見込みです。このように、新事業での売上高の拡大が期待できるものの、既存の	

計測機器事業の売上高は引き続き低水準で推移すると見込まれることから、新セグ

メントとしての計測機器事業の2009年度の売上高は370億円、営業損失は2008

年度比70億円改善となる180億円の赤字を計画しています。

　セグメント変更により、新たな事業セグメントとなる「その他」は航空関連機器を

中心とする事業展開となり、2009年度の売上高は300億円、営業利益は10億円を

見込んでいます。

　以上により、2009年度の連結売上高は2008年度比615億円減の3,150億円、

営業損失は90億円を予想しています。来期も厳しい事業環境が予想されますが、	

アクションプランの確実な遂行により、全社一丸となってこの難局を乗り越え、次なる

成長に向けた強固な基盤づくりに努めます。

※�2008年度期中平均為替レート：1米ドル＝100.66円	 1ユーロ＝143.28円	

2009年度計画前提為替レート：1米ドル＝95円	 1ユーロ＝125円
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株主還元とCSR

　当社グループは、安定した経営基盤の確立を目指すとともに、株主の皆様に対する

継続的な利益配分を経営の最重要課題のひとつと認識し、中長期的な成長市場・	

分野への事業投資、開発投資に向けた内部留保及び財務体質の強化等を総合的に

勘案のうえ、連結配当性向30%を目安に株主還元に努めています。2008年度は、

前年度同様、期末配当金を1株当たり8円とし、中間配当金と合わせて年間16円の

配当といたしました。2009年度の配当金につきましては、現時点では未定とさせて	

いただきます。

　当社グループは、企業の社会的責任を果たすべく、コーポレート・ガバナンスを	

充実させ、コンプライアンスを何よりも優先する企業風土の醸成に努めています。	

また、高い品質と顧客満足の追求、人財育成と活用、労働安全衛生の向上、環境経営

などを通じて、企業価値の持続的向上を目指すとともに、地域・社会に貢献してい	

ます。1994年にグループ全体に適用する「企業行動規範」を制定、2007年には	

より具体的な行動指針として「コンプライアンスガイドライン」を発行し、基本的な

枠組みを整えてきました。また、当社グループの活動がグローバルに広がってきて	

いることから、2009年1月、国連が提唱する人権・労働・環境・腐敗防止に関する

10原則「国連グローバル・コンパクト」に登録しました。グローバル・コンパクトの	

理念や規範を当社グループで働くすべての人々やサプライチェーンでつながる取引先

と共有し、企業理念でうたう「より豊かな人間社会の実現」に貢献してまいります。

　当社グループのコア・コンピタンスである計測・制御技術には、燃料電池や太陽	

電池といった新エネルギーの開発支援、環境負荷計測や分析ツールによる環境対策

支援、生体計測や再生医療などの医療・医薬品開発支援、光計測技術の災害予知	

分野への応用など、広汎な社会への貢献領域が内包されています。当社グループは、

これらの分野への注力により、長期的な企業価値の向上を図ってまいります。

　皆様には、当社グループの将来に向けた取り組みに対して、引き続きご理解と	

ご支援を賜りますよう心よりお願い申し上げます。

2009年7月

代表取締役社長
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2008年度の事業概況

　制御事業の市場は、年度前半はエネルギー・素材需要の

増大と原油高を背景に、海外で石油、石油化学、天然ガス

などのプラントへの投資が活発に行われた結果、堅調に	

推移しました。しかし年度後半からは、米国のサブプライム

ローン問題に端を発する金融危機とそれに伴う実体経済の

悪化、原油価格の下落などにより、海外で計画中のプロ

ジェクトの一部に延期が生じたほか、国内でも多くの業種で

大幅な減産、投資抑制の動きが広がり、市況が急速に悪化

しました。

　このような市場環境のもと、当社グループは、事業領域

の拡大に向け製品ラインアップの強化を図りました。4月

には、ガス分析計の分野で独創的な技術をもつ米国の	

Analytical Specialties, Inc.を買収し、11月から波長可変	

半導体レーザ(TDL)ガス分析計を発売しました。この分析

計をラインアップに加えることで、制御事業における省エネ

ルギーや環境保全、安全操業などに対する提案力の向上を

実現していきます。

　また、12月にはネットワークベース生産システム

「STARDOM」の中核を担う自律型コントローラFCN(Field 

Control Node)用の低消費電力タイプのモジュールを海外

市場向けに発売しました。これは、入出力端子と通信ポートを

内蔵したCPUモジュール、電源供給モジュールなどで構成	

されており、省電力化に加えて耐環境性を強化したことか

ら、従来、設置が困難であった酷暑・酷寒、高地などの厳しい

環境下やインフラ整備の進んでいない場所にあるガス田・

油田などでの生産設備の制御・監視を可能にします。さらに、

2月には、経営情報と制御情報をつなぐことで生産効率を

向上するMES (Manufacturing Execution System=製造	

実行システム)の新製品、｢Real-time Production Organizer｣

を海外市場に向けて発売しました。

　製品ラインアップの拡充に加え、国内では、既設プラント

の更新需要の確実な取り込み、電力・ガス・水道などの社会

インフラ、食品・薬品、省エネルギー・環境保全など市況の

制御事業の市場は、2008年度前半は前年度に引き

続き堅調に推移したものの、年度後半からは世界的

な金融危機とそれに伴う実体経済の悪化などにより、

国内では減産や投資抑制、海外ではプロジェクトの

延期などの動きが広がり、市況が急速に悪化しました。

こうした市場環境に加え、円高の影響を受けたこと

から、ここ数年、当社の成長を牽引してきた制御事業に

おいても2008年度は減収減益となりました。当面は

市況の好転は見込めませんが、制御事業は中長期的

には安定的に成長すると予測されることから、今後も

積極的にリソースを投入していきます。

06 07 08

3,123 3,222
3,012

06 07 08

3,303
3,432

3,020

06 07 08

354

391

291
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統合生産制御システム
 「CENTUM VP」
96カ国20,000プロジェクト	
以上の納入実績があり、稼働率
99.9999963％という圧倒的
な信頼性を誇る「CENTUM」
シリーズの最新機種。

差圧･圧力伝送器
 「DPharp EJX」
シリコンレゾナントセンサを搭載
した伝送器。プラントのタンク
やパイプ内の差圧、圧力、液位
などを高精度に測定。

プロセスガスクロマトグラフ
 「GC1000 Mark II」

送水ポンプ省エネ制御システム
 「エコノパイロット」

多成分の混合気体や揮発性の
液体を単一成分ごとに分離して
検出するガス分析計。石油化学、
石油精製、金属精錬、無機化学
など幅広い業種で使用される。

空調設備の送水ポンプの運転を
負荷に応じて制御し消費電力を
大幅に削減するシステム。工場
のほか、ビルなどの建物で使用
される。

影響を比較的受けにくい分野に注力する活動を行いま	

した。また、海外制御市場で当社のブランド力を大きく	

向上させた、制御事業の将来ビジョンである「VigilantPlant」

の国内展開を開始しました。一方、海外では、石油・ガスの

探査、開発、生産工程であるアップストリーム(上流工程)	

市場へ本格的に参入したほか、近年新興国を中心に需要が

増大している電力プラント市場への対応を強化し、各地域で

大型プロジェクトを受注しました。なかでもエジプトでは、

ロシアのガスプロムネフチと 
戦略的パートナーシップ協定を締結

4つの製油所でYOKOGAWAの統合生産制御システムや	

操業支援ソフトウエアパッケージを優先的に採用。

ルーマニア最大の火力発電所向け排煙脱硫装置の 
電気・計装設備を一括受注

電気設備メーカーなど3社のコンソーシアムにより受注。	

当社は全体のプロジェクト管理と計装設備を担当。

BPアンゴラとFPSOプロジェクトの基本契約を締結

アフリカのアンゴラ沖に建設する浮体式原油生産・貯蔵・積出

施設（FPSO）プロジェクトでFPSO設備4基すべてのMAC※	

となる。アフリカでの過去最大案件。

タタルスタンの大型石油・石油化学プロジェクトの 
制御システムを受注

ロシアのエネルギー大手タトネフチの子会社タネコ社から製油

所・石油化学プラント建設プロジェクトのMAC※に選定。

インド ハリヤーナー州最大の火力発電所向け 
制御システムを受注

アラバリ電力会社からハリヤーナー州に建設するインディラ・

ガンジー火力発電所向け制御システムを受注。

オーストラリアとブルネイのLNG船向け制御システムを受注

LNG船1隻の延命化プロジェクトと2隻の造船プロジェクト

を受注。

オーストラリアの火力発電所向け制御システムを受注

AGLエナジー社からトレンスアイランド発電所の制御システム

更新プロジェクトを受注。天然ガスを燃料とする発電所と	

してはオーストラリアで最大規模。

エジプト国営発電所向け制御システム5件連続受注

5つの国営発電所向けに統合生産制御システム、伝送器、	

分析計などを受注。エジプトでの電力向け制御システムの	

受注は初めて。
※�MAC: Main Automation Contractor（制御担当会社）
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同国の国営発電所から合計5件の発電所の制御システムを

連続して受注しました。また、今後拡大が見込まれるサー

ビスの分野では、プラントのライフサイクル全体にわたり

顧客の継続的な業務改善活動を支援する「VigilantPlant 

Service」の提供を開始しました。さらに、アラブ首長国連邦

のアブダビ、コロンビア、ロシア連邦のタタルスタンに現地

事務所やテクニカルセンターを開設し、営業・サービス網を

拡充させました。

　このように、開発から販売、マーケティング、サービスに

わたり積極的な事業活動を行いましたが、2008年度後半

からの急速な市況の悪化に加え、前期比で為替レートが円高

に推移したことから、制御事業の売上高は3,012億円	

(前期比211億円減)、営業利益は291億円(前期比100億円

減)となり、前期と比較して減収減益となりました。	

海外売上高は、主に急激な円高により外貨建て売上高の

円価換算額が減少したことから、減収となりました。

2009年度の事業展開と戦略ポイント

　国内では、中国向け輸出の増加を背景に一部で減産緩和

の動きが見られるものの、主要なお客様である石油・石油

化学業界で企業再編の動きが広がっており、2009年度も

引き続き多くの業種で設備投資の抑制が続く見込みです。

海外においても、世界各国が財政・金融政策を通じて景気

回復に努力しているものの、制御市場が回復する時期は	

不透明です。さらに、2009年度の連結業績見通しの為替

レートを、前期平均レートと比較し円高に設定※したこと	

から、同事業の外貨建ての受注高・売上高・営業利益など

の円価相当額が減少する見込みです。

　このように、事業環境は当面、停滞が続くと予想されます

が、中長期的には新興国や開発途上国を中心にエネルギー・

素材需要が回復し、制御事業は安定的に拡大すると見込ま

れます。また、環境問題が人類共通の重要課題となっている

なかで、省エネルギー・環境保全分野も当社グループが貢献

できる有望な市場であると考えられます。こうしたこと

から、当社は中核事業である制御事業をさらに盤石なものと

するために、制御事業の研究開発投資を増やすとともに、	

事業の選択と集中により捻出された人財リソースを投入して、

製品及びソリューション提案力の一層の強化に努めます。	

06 07 08

1,824
1,966

1,824

58.4 61.0 60.6

Analytical Specialties, Inc.の買収により当社の製品ラインアップに

加わった、波長可変半導体レーザ（TDL）ガス分析計
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　2008年度は、日本市場における一層の競争力向上を図

るため、これまで海外で展開してきた理想のプラントを実現

するビジョン「VigilantPlant」の国内展開を開始しました。

　YOKOGAWAは2003年、海外市場を開拓するため「Vigi-

lance（＝不寝番の意。お客様のプラントを休むことなく支え

ること）」キャンペーンを開始。2005年には「VigilantPlant」

を打ち出し、生産の改革、設備の最大活用、安全の確保、	

ライフサイクルの最適化の４つの観点から、理想のプラント

を具現化するための製品やソリューションを次々と発表して

きました。この活動は大きな成果を上げ、海外における

YOKOGAWAの存在感は飛躍的に向上しました。

　日本では、海外で訴求してきたポイントに加え、情報、	

省エネルギー、サービスといった要素も取り入れ、お客様とビジョン

を共有しながら理想のプラントの実現に取り組みます。国内

外で統一したメッセージを発信することにより、グローバル

市場でより効果的にビジョンを浸透させていきます。

製品開発については、グローバルに統一したメッセージと

して、理想のプラントを実現するビジョン「VigilantPlant」

を掲げ、そのロードマップに基づき生産の改革、設備の最大

活用、安全の確保、ライフサイクルの最適化を推し進める

個々の製品やサービスの開発を継続し、理想のプラントを実現

するソリューションを引き続き充実させていきます。また、	

市場の立ち上がりに備え、北アフリカ、カスピ海周辺、南米

などの資源保有国における販売・サービスを強化する方針です。

　こうした提案力の強化やネットワークの充実に加え、	

グローバル競争に打ち勝つことのできるコスト競争力の	

実現、事業機能の海外シフトの拡大、リソースの集中投入

により強固な事業基盤を構築するとともに、海外市場での

対象業種の拡大、計測・制御・情報の技術の相互活用に	

よる省エネルギー・環境保全ビジネスの積極展開、提案型

保全サービスの提供などに取り組み、シェアの拡大を目指

していく方針です。

Production Excellence
生産の改

革

Asset Excellence
設備の最大活

用

Safety Excellence
安全の確保

生産管理

設備管理

安全管理

Operational
Excellence

理想の操業
Operational
Excellence

理想の操業

Lifecycle Excellence

2005 2006 2007 2008 2009～

ライフサイクルの最適化

設備管理の
高度化

VigilantPlant
ビジョン＋安全管
理の高度化

生産・操業の
高度化

操業最適化
プラットフォーム

プラント情報統合型
ヒューマン

インターフェース

設備管理の
高度化

VigilantPlant
ビジョン＋安全管
理の高度化

生産・操業の
高度化

操業最適化
プラットフォーム

プラント情報統合型
ヒューマン

インターフェース

プラントオペレーション
の全体最適を実現する
VigilantPlant

※�2008年度期中平均為替レート：1米ドル＝100.66円	 1ユーロ＝143.28円	

2009年度計画前提為替レート：1米ドル＝95円	 1ユーロ＝125円
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2008年度の事業概況

　計測機器事業のうち半導体テストシステムの市場は、

DRAMを中心とする半導体デバイスの需給ギャップの拡大

とそれに伴う価格の下落により半導体メーカー各社の設備	

投資が大幅に抑制された結果、かつて無い水準まで縮小	

しました。

　半導体テスタビジネスにおいては、事業の選択と集中の

観点から、2008年7月1日にはハンドラ事業を株式会社	

テセックに事業譲渡しました。また、開発アイテムも見直し、

これまで提供してきたメモリテストシステム、SoCテスト	

システム、LCDドライバテストシステムのうち、開発について

は大手半導体メーカーを顧客とし高い競争力をもつメモリ	

テストシステムに集中することとしました。また、40％の人員

を制御事業などの分野にシフトしました。このように、事業

のスリム化や徹底的な費用の削減に取り組みましたが、	

市場低迷の影響は大きく、半導体テスタビジネスは大幅な

減収減益となりました。

　一方、測定器ビジネスについては、成長が期待される環境

や省エネルギー、光通信、自動車関連の分野をターゲット

としてリソースを集中しましたが、新エネルギー、省エネル

ギー分野向けの電力測定器は堅調だったものの、主力市場

である電機、電子、自動車を中心に設備投資・研究開発投資

が大幅に抑制され、測定器市場全体としては低調に推移	

しました。

　このような市場環境のもと、当社がグローバル市場で

トップメーカーの地位を確立している電力計の分野では、

新エネルギー用の電力変換器の評価や、省エネルギーに	

対応した家電、OA機器などの開発に適した、コストパフォー

マンスに優れたミドルクラスの電力計「WT500」を市場投入

しました。また、光通信測定器の分野では、世界トップシェア

を誇る光スペクトラムアナライザの新製品として、測定	

時間を大幅に短縮し測定効率向上とコスト削減に貢献	

する光スペクトラムアナライザ「AQ6370B」を発売、波形

測定器の分野では、デジタル・アナログ混在化が進むメカ

トロニクスやエレクトロニクス市場のニーズに応え、使いや

すさを徹底的に追求した、小型軽量、低価格のミックスド

シグナルオシロスコープ「DLM2000」を発売しました。	

このように、市場のニーズに対応しコストパフォーマンスに

優れた新製品を投入し、受注の確保に努めましたが、とくに

2008年度の業績は、半導体テストシステムの市場が

かつて無い水準まで縮小したこと、測定器の市場で

電機、電子、自動車を中心に大幅に投資が抑制され

たことから、減収減益となりました。計測機器事業に

ついては、2009年度も厳しい事業環境が続くと予想

されており、開発の絞り込みと固定費の削減への取り

組みを一層強化する方針です。

06 07 08

785

688

341

06 07 08

783

676

326

06 07 08

12

– 20

– 138
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　2008年10月、アナログ信号とデジタル信号を同時に測定できるミックスドシグナル

オシロスコープの新製品、「DLM2000」シリーズを発売しました。「DLM2000」シリーズは、

デジタル化が進むメカトロニクスやエレクトロニクス市場のニーズに応え、使いやすさ

を徹底的に追求したオシロスコープです。周波数帯域200〜500MHzで、クラス	

最高レベルの性能と、小型軽量、低価格を両立させています。開発者“一人一台”をコン

セプトとして新たな市場を開拓します。

年度後半からの急激な市場の冷え込みの影響は大きく、	

測定器ビジネスも減収減益となりました。

　これらの結果、計測機器事業全体の売上高は341億円

（前期比346億円減）、営業損失は138億円（前期比118億

円増）となり、前期と比較して売上高は減収、営業損失は

悪化しました。

2009年度の事業展開と戦略ポイント

　半導体テストシステムの市場は、半導体メーカー各社の	

投資抑制が続き、またメーカー間での統合・再編が進展して

いることから2009年度も市況の冷え込みが続くと予想	

されていますが、現在開発中のメモリテストシステムを	

タイミング良く市場に投入し、収益改善に取り組みます。

　測定器の市場では、新エネルギー、省エネルギー分野向け

投資は活発に行われるものの、主要顧客である電機・自動車

業界では引き続き投資が抑制され、2009年度も低調に推移

する見込みです。当社は、新エネルギーや省エネルギー

機器の開発分野や環境保全分野、光通信などの社会インフラ

分野にターゲットを絞り、今後の製品展開を得意分野に

集中して、開発体制の効率化を実現させます。

　なお、2009年度より、これまで新事業その他のセグ	

メントに区分してきたフォトニクス、アドバンストステージ、

ライフサイエンスの３つの新事業を、測定器ビジネスと	

合わせて、広義の計測ビジネスとしてひとつの事業組織に

統合しました。通信、測定、位置制御、バイオ計測、フォト

ニクスの技術を融合させ、社会のニーズに応える新たな	

ソリューションを開発していきます。

ミックスドシグナルオシロスコープ
 「DLM2000」

プレシジョンパワーアナライザ
 「WT3000」

光スペクトラムアナライザ
 「AQ6370B」
業界最高クラスの測定速度と
高精度を実現した
光スペクトラムアナライザ。
独自開発のデバイスを搭載。

メモリテストシステム
 「MT6121」
DRAM、NAND/NOR型の	
フラッシュメモリなど、半導体	
デバイスのウエハテスト、	
パッケージテストに使用。
高いスループットを実現。

アナログ信号とデジタル信号を
同時に測定・解析できるオシロス
コープ。電気・電子機器に搭載す
る回路やデバイスの設計や評価
などに使用される。

世界最高クラスの精度と
安定性を実現した電力計。
入出力間効率の同時測定、
汎用電力計の社内校正用標準器
などに最適。

ミックスドシグナルオシロスコープ

 「DLM2000」
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2008年度の事業概況

　新事業その他のうち、フォトニクスビジネスでは、国内に

おいて次世代ネットワークの本格的な普及が進んだこと、

また海外においても欧米やアジアで40Gbps光通信網の

構築が始まったことから、40Gbps基幹系光通信の市場が

拡大しました。このような市場環境のもと、フォトニクスビジ

ネスでは、通信業界の標準仕様※に対応した40Gbpsトランス

ポンダの小型化モデルを発売し、従来の国内に加え海外	

市場へ向けての活動を開始しました。これらの結果、フォト

ニクスビジネスの受注高は前年度に比べ倍増し、売上高も

増収となりましたが、営業損失については費用の増加に	

よりほぼ横ばいとなりました。

　ライフサイエンスビジネスについては、生きた細胞を	

観察するライブセルイメージング分野で高い評価を得ている

共焦点スキャナの海外市場が堅調に推移しました。こうした

状況のもと、高性能顕微鏡で世界最大手のカール・ツァイス

社と提携し、同社の販売網で、当社の共焦点スキャナを	

組み込んだ共焦点顕微鏡システムの販売を開始するなど、

海外販売体制を強化しました。また2009年2月には、	

共焦点スキャナの技術に、位置決めや画質検査システムなど

当社が保有するさまざまな技術を融合させ、新薬の候補	

となる化合物探索の効率化を支援するハイスループット	

細胞機能探索システム「CellVoyager」を発売し、創薬支援	

システム市場に参入しました。これらの結果、ライフサイ	

エンスの受注高、売上高は増収、営業損失は改善しました。

　アドバンストステージビジネスについては、主要顧客	

である半導体製造装置メーカーの需要の低迷を受け低調

に推移し、減収減益となりました。

　これらの結果、新事業その他全体では、売上高は412億

円（前期比52億円減）、営業損失は106億円（前期比10億

円増）となり、前期と比較して売上高は減収、営業損失は

悪化となりました。

2008年度は、フォトニクスビジネス及びライフ 

サイエンスビジネスが受注高、売上高を伸ばしましたが、

アドバンストステージビジネスの売上高の減少に加え、

各新事業の立ち上げのための費用もあり、新事業その

他全体では減収減益となりました。2009年度は、 

海外を中心にフォトニクスビジネスの市場が拡大する 

と予想されており、基幹系光通信網向けの40Gbps 

トランスポンダの受注拡大を図ります。
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425

465

412

06 07 08

479

443

397

06 07 08

– 73
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– 106

※�世界の主要通信機器メーカー及び半導体メーカー9社による、40Gbps光通信送受信	

モジュールのマルチ・ソース・アグリーメント（MSA）により定められた設計標準仕様。
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2009年度の事業展開と戦略ポイント

　フォトニクスビジネスでは、世界規模で40Gbps基幹系

光通信網の導入が活発化しており、欧米や中国を中心に	

市場が急速に拡大する見込みです。この拡大に対応し、

40Gbpsトランスポンダ小型化モデルの海外展開に努める

とともに、生産能力の拡大とコストダウンを加速していき

ます。

　ライフサイエンスビジネスでは、引き続き共焦点スキャ

ナの市場が堅調に推移することが予想され、同製品の主用

途である細胞観察など生命科学領域に注力します。また、

創薬支援システムについても、成長著しい新薬開発分野で

のビジネスの拡大に向け、引き続き注力していきます。

　アドバンストステージビジネスについては、半導体製造	

装置市場が極度に落ち込み回復の見通しが立たないこと

から、同装置向けの大型XYステージの開発を見合わせ、位置

決め装置のコアコンポーネントであるダイレクトドライブ

モータにリソースを集中していきます。

　なお、フォトニクス、ライフサイエンス、アドバンスト	

ステージの3事業については、2009年度より計測機器	

事業に統合します。新事業の各ビジネスについては、市場

の成長性、収益性及び競争優位性を見極め、事業の選択と

集中を行っていく方針です。

40G RZ-DQPSK変調方式
トランスポンダ
光信号の送受信を行う機器。
40Gbps次世代光通信網における
基地局内の通信装置に搭載。
独自の超高速デバイス技術により
他社に先駆けて開発に成功。

共焦点スキャナ「CSU-X1」
光学顕微鏡と組み合わせ、
細胞の動きをリアルタイムに
観察する装置。
鮮明な画像と撮像速度の速さ
からライブセルイメージング	
分野で高いシェアをもつ。

航空機用
フラットパネルディスプレイ
コックピットに搭載される
フラットパネルディスプレイ。
暗闇から直射日光下まであらゆる
状況における高い視認性と優れた
耐環境性を実現。

　トランスポンダとは、光信号の送受信を行う機器のことで、通信基地局に設置され

る通信装置に搭載されます。当社のトランスポンダは波形の劣化に対する耐力に優れた

DQPSK（差動4値位相変調）方式を採用しており、当社はこの方式のトランスポンダを

安定供給できる唯一のメーカーとして売上を拡大しています。2008年度には小型化	

モデルを市場に投入し、海外の大手通信事業者や通信機器メーカーに対しても積極的

な営業活動を進めています。
40G RZ-DQPSK変調方式トランスポンダ

（176.5mm×122.5mm）

ハイスループット細胞機能探索
システム「CellVoyager」
新薬の候補となる化合物のテスト
を自動化するシステム。
共焦点スキャナの技術と精密位置
決めの技術を組み合わせ、高解像度・
高速スクリーニングを実現。

19



YOKOGAWAの研究開発の役割

　YOKOGAWAは、産業界に最先端のマザーツールや基盤

を提供するために、将来を見据えた新技術の開発を重要な

経営課題のひとつと位置づけています。計測・制御・情報

を中核技術とした、たゆまぬ研究開発が、製品の高信頼性

と長期安定性を確保するという基本姿勢を支えています。

　技術開発本部は、YOKOGAWA全体の技術開発推進にか

かわるすべての機能を集約しています。ここでは、全社事業戦略

と研究開発戦略との整合を図りつつ、次世代のLeading 

Edge Technologyとなる基礎技術の開発とその事業化の	

ための孵化機能を担っています。また、製品開発効率を向上

するための全社共通の技術情報の提供や、インフラ整備に

よる開発効率の向上、技術教育実施も技術開発本部の	

ミッションです。

　半導体開発センターは、独自の半導体デバイスの開発・

生産能力をもち、他社の追随を許さない圧倒的な差別化

要素を各事業部の製品群に与えています。

　各事業部、関係会社は、それぞれの事業分野における	

最先端技術を保有・進化させるとともに、技術開発本部で	

開発した先端技術、共通技術を活用した製品開発を行い、

お客様に高品質で最適なソリューションを提供しています。

研究の基本姿勢

　新規技術開発を担う技術開発本部では、以下の4つの	

基本指針のもとに各研究プロジェクトを運営しています。

また、これらを実践するために、独自の技術戦略策定フレー

ムワークを構築し、これをすべての研究プロジェクトに適用

することで、プロジェクト自体や開発技術の客観的な評価を

継続的に実施しています。

先行要素技術

技
術
開
発
本
部

あるべき姿
新技術・市場

ロードマップ
市場要求

半導体開発センター 品質保証部門

研究・孵化機能 先行開発機能

事業部 / 技術部

生産技術部門

コスト競争力
内製半導体に
よる差別化 品質競争力

知財・標準化
技術調達戦略

技術戦略策定・推進機能

研究開発の4つの基本指針

�• ��テクノロジー・ナビゲータ

	 �技術の積み上げ予測のみに頼らず、市場と技術の変化を

洞察し、5～10年先の技術のあるべき姿を描きその達成

シナリオを基に計画を進める。

• �テクノロジー・インキュベータ

	 �既存事業部製品開発における競争優位性の確保あるい

は新規事業創出を常に念頭に置く。技術を客観的な市場

評価に耐えられるレベルに責任をもって引き上げることで

事業と研究との谷を越える。

• �テクノロジー・ドライバ

	 �知的資産の戦略的評価・活用、また国際標準の戦略的	

運用を通して、保有技術の市場差別化力を確保する。

• �イノベーション・プロデューサ

	 �自律的、戦略的な事業マインドをもち、技術革新を継続

的に発現させることのできる土壌を自ら生み出す。また	

そのような研究者・技術者を育成する。
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新事業創出に寄与してきた研究成果

　既存事業の強化に加えて、新事業の創出も研究開発の目的

のひとつです。YOKOGAWAは20年以上にわたる研究開発	

により培ってきた超高速化合物半導体技術をベースに、	

光通信関連ビジネスの孵化に努めてきました。2006年には、

フォトニクス事業部（現：通信・計測事業部）を設立し、	

実用化の進む40G光通信システムにモジュール、トランス	

ポンダを提供するビジネスを展開しています。

　YOKOGAWA独自の発明による共焦点顕微鏡技術を	

搭載した共焦点スキャナは、創薬支援装置ビジネスへの	

参入に寄与しました。また、世界で初めて集積型カートリッジ

による全自動での遺伝子DNA検出を可能にした遺伝子解析

システムは、医療業界のみならず、食の安全、森林や水質の	

保全などを目的とした産業への応用などが検討されており、

新たなビジネスへの発展が期待されています。

新たな付加価値創造へ

　製品開発を担当する事業部の外に研究部門を設ける	

ことで、時代の流れに即しながらも新しい形の付加価値を

生み出す研究も行っています。

環境問題への対応

　今後、サステイナブルケミストリー※の観点から、化学反応

においても環境への配慮が極めて重要になってくることは

間違いありません。YOKOGAWAで将来の事業化に向けて

実証実験を続けているマイクロリアクタは極小サイズの	

化学プラントです。ここで起きる化学反応はその極小サイズ

ゆえに、副生成物が非常に少なくなります。これは環境	

負荷軽減への最先端技術による貢献の一端です。

モデリング技術の拓くプラント制御の未来

　お客様サイトでの実証が進んでいる「トラッキングシミュ

レータ」は、プラントの化学反応釜などをモデリングし、

そのモデルパラメータを常に実プラントに追従させること

で、動的に変化するプラントの内部を的確に把握する技術

です。この技術は、常に変化し続けるプラント状態に対応

した最適な制御を可能とし、安全性を損なうことのない	

高効率の操業を実現します。

　これらの新技術は、環境や新エネルギー制御など未来の

問題に対処しようとするものです。高い視座から従来の事業

の枠組みを超えて問題の解決法を探る、YOKOGAWAの	

一貫した研究開発の姿勢を示すものといえます。

　YOKOGAWAはこれからも常に新しい視点で次の時代の

要請に対応する新技術を開発し、世界に貢献していきます。

※�サステイナブルケミストリー：効率的で有効な、安全で環境にやさしい化学製品と	

製造プロセスを設計、製造、使用すること。

04 05 06 07 08 09
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2009年2月に市場投入した創薬支援システム、

ハイスループット細胞機能探索システム「CellVoyager」
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4,333 4,375

2,929 3,088 3,191 3,193

1,8541,8731,9271,955

ビジネスのグローバル化と知的財産戦略

　YOKOGAWAは知的財産を、製品やサービスの高付加

価値化を維持し、社会や産業の発展を実現させるうえでの

重要な資産と位置づけ、知的財産戦略を事業戦略、研究	

開発戦略と連動させてさまざまな取り組みを行ってい	

ます。計測、制御、情報の分野において、たゆまぬ研究開発

により創出された発明を特許として権利化することで、	

他社の追随を許さない特長ある製品やサービスを提供して

います。

　ビジネスの急速なグローバル化に伴い、欧米、さらには

アジアの競業者との研究・開発競争は、ますます激しくなっ

ています。特許を中心とする知的財産の権利化は、他社と

の競争で優位性を生み出す技術を第三者の模倣や権利化

から保護する意味と、新分野や新製品に関する他社の参入

を阻止する2つの意味をもっています。

　YOKOGAWAでは、研究開発の中枢である日本のほか、

シンガポールなど重要な開発機能をもつ海外拠点に、知的

財産に関する教育、発明の発掘、出願までの業務を行う	

機能をもたせています。2008年度は、ソフトウエアの開発

拠点があるインドで知的財産業務のインフラを整備し、

2009年4月に現地での特許出願を開始しました。

　特許の保有については、費用面、管理面での効率を考慮

し、事業戦略を支える役割を充分に果たせない権利や	

役割を終えたと考えられる権利を放棄する一方で、新たな

出願を増やす取り組みを推進しています。これにより、特許

出願数は増加し、登録数は漸減する傾向となっています。

技術開発プロセスにおける知的財産の創出

　YOKOGAWAでは、研究開発や商品開発のプロセスを、	

社内標準を規定するDS（Design Standard）で定めており、

そのなかで発明創出による特許出願の推奨、及び他社	

知的財産の調査による優位性の確保と他社の権利を侵害

していないことの確認を求めています。

　利益創出に貢献する優れた特許発明には、発明者への

実施補償金が支払われます。上限を撤廃した利益連動型、

またはランク別に補償金を定めた固定型で評価し、発明者

に大きなインセンティブを与える制度になっています。　

　また、特許登録の有無にかかわらず、出願から3年以内

の優秀発明を全社選考会議で審査し、創立記念日に社長

表彰することで発明者の栄誉をたたえています。評価の高い

発明については社外の表彰にも積極的に応募しており、

2008年度は、社団法人発明協会が主催する「関東地方発明

表彰」で「情報処理装置・方法の発明」が東京支部長賞を

受賞したほか、2件の発明奨励賞を受賞しました。

オープンイノベーションへの対応

　YOKOGAWAは、長期経営構想「VISION-21＆ACTION-21」

において、Leading Edge Technologyを提供することを
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重要なイニシアチブのひとつに掲げています。この創出の

ため、社外リソースを活用して研究開発を行うオープンイノ

ベーションを積極的に推進しており、自社技術だけに	

頼らず、産業界や大学との共同研究とそれに伴う共同特許

出願にも注力しています。

　事業の選択と集中により譲渡または終息する事業に関す

る知的財産については、特許ライセンスの供与などにより

知的財産の有効活用も行っています。一方、YOKOGAWA

の製品・サービスをお客様に継続的に提供するためには、

ブランドの維持やオリジナリティ保護が不可欠であり、	

不当な権利侵害については毅然とした対応を行っています。

知的財産に関する啓蒙・教育

　知的財産に対する理解を深めるため、新入社員について

は、技術系、事務系を問わず全員に知的財産の基礎につい

ての教育を行っています。技術者や管理者に対しては、	

知的財産の実務や管理に関する数種類の教育コースを	

設け、啓蒙活動を推進しています。

　また、YOKOGAWAの事業に共通の技術と位置づけられ

る計測、制御、情報の技術を横断的に活用すること、優秀

な特許の内容を共有することを目的として「知的戦略	

シンポジウム」を定期的に開催しています。ここでは、全社

の保有特許の中から注目される特許について、発明者自身

が発表を行い、知的財産の共有と啓蒙を促進しています。

　このほか、YOKOGAWAグループ全員に対して知的財産

の話題を提供する「知財ニュース」をイントラネット上で	

発行し、知的財産を重視する企業風土の醸成を進めています。

一方、社外に対しては、アニュアルレポートなどを通じて	

ステークホルダーの皆様へ情報公開するとともに、技術論文

を掲載した「横河技報」を年4回発行し、YOKOGAWAの

Leading Edge Technologyを紹介しています。

知的財産と国際標準化

　国際標準は、製品やサービスに直接関係するため事業	

戦略上、大きな影響力をもちますが、先行投資を行う技術が	

市場で支持されるか否かを決定付けることから、研究開発

上も重要な要素といえます。

　YOKOGAWAは、研究開発戦略及び知的財産戦略との	

連携を図りながら、各技術分野において国際標準化活動に

積極的に取り組んでいます。しかし、知的財産と国際標準は

その性格上、相反するものと考えられがちであり、しばしば

その特許権の実施をめぐって問題となります。YOKOGAWA

は、お客様の利便性と市場の活性化のために、通信やソフト

ウエアなどの相互運用性が求められる国際標準について

重点的に活動を進め、必要があれば当社の知的財産を	

公開する、またはライセンス契約により使用許諾する方針

です。

　

国内 海外

登録 出願中 小計 登録 出願中 小計 合計

特許 1,854 3,193 5,047 615 795 1,410 6,457

意匠 145 10 155 5 6 11 166

商標 707 30 737 443 100 543 1,280

合計 2,706 3,233 5,939 1,063 901 1,964 7,903

研究開発の成果から知的財産を活用した国際標準化へ

外部の標準化推進団体

研究開発戦略 知的財産戦略

標準化戦略
• デジュール標準
• デファクト標準

IEC

IETF

ISA FDT
Group

Fieldbus
Foundation

OPC
Foundation
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YOKOGAWAグループ
環境方針

2008年度（主要サイト） 自己
評価取り組み目標 実績

環境マネジメントシステムの
確立、維持、向上

業務に密着した活動目標を登録し、
環境保全活動を実践する※3

業務に密着した111テーマを完了 ○

年2回内部監査を実施し、実効のある環境システムの運用を確認 ○

本来業務における有益な側面の活動を推進※2 有益な環境側面の活動を47テーマ推進 ○

環境教育の実践

全社員に対し、環境に配慮した自律行動につながる
基本教育を行う※3

100%実施 ○

有意業務従事者に対し、専門技能を身につける
職場特有教育を行う※3

100%実施 ○

法規制等の順守

ランクアップした自主管理基準値の100％順守※2 全項目で自主基準値以下を確認 ○

法規制値超過の予防保全（ホウ素、ヨウ素）※2 ホウ素、ヨウ素については、監視測定強化の実施、基準値内を維持 ○

環境施設・設備13項目の環境リスク軽減対策を実施※2 環境施設・設備13項目のリスク軽減対策実施 ○

資源循環型経営の推進

エネルギーのCO2排出量の削減 
• �床面積あたり19.5%削減	
（排出量116.4kg-CO2/m2）（1990年度比）※1

• CO2排出量を26,519t-CO2に抑制※2

• 31.7%の削減（排出量98.7kg-CO2/m2) 	
	
• 23,248t-CO2に抑制

○

廃棄物総発生量の削減 
• 2003年度比14%削減（総発生量654t/年）※1 
• 廃棄物総発生量を4,498t/年に抑制※2

	
• �17%削減（総排出量629t/年）
• �3,317t/年に抑制

○

廃棄物ゼロエミッション 
• 廃棄物の循環資源化率99.5％以上を定着※2

	
• �廃棄物の循環資源化率99.75％を達成

○

省資源 
• グリーン生産ラインを展開し、15ライン改善活動推進※2

	
• �製造ライン・設備等の省資源改善を15ラインで達成	
（切削油の削減、紙の使用量の削減等） 

○

環境汚染物質の削減
トルエン・キシレンを1,450kg削減※2 2,413㎏削減 ○

鉛フリーはんだへの移行を推進し、計画製品に100％適用※2 鉛フリー適用計画の全製品に対し適用 ○

環境調和型製品の創出

開発製品のCO2排出量を25%以上削減※1 5機種への対応を完了 ○

グリーン調達の推進
• 通いパレット・通い箱化の取引先を7社増大※2 
• �調達先業者の評価ランクＣの業者を4社以上ランクＢ以上に	
格上げ※2

	
• �通い箱化の取引先を14社増大 
• �4社を格上げ

○

環境ソリューションの提供
環境調和型製品の販売拡大※1 計画に対し実施 ○

甲府工場省エネ見学会の実施※1 計画に対し実施 ○

社会への環境貢献

自然保護活動・社会活動・地域活動等を通して
社会貢献活動を推進※1

各地域の清掃活動等に参加 ○

自然保護活動・社会活動・地域活動等の社会貢献を、
各サイトで年1回以上実施※2

延べ29回の社会貢献活動を実施 ○

環境情報開示
情報を開示し広く社会とのコミュニケーションを図る※1 CSRレポートの発行 ○

ホームページ充実※2 リスクマネジメントに対応する情報を公開 ○

環境マネジメントシステム活動

　YOKOGAWAでは、環境基本理念・環境基本方針・環境

行動指針などを定めた「YOKOGAWAグループ環境マネジ	

メント基本規程」に基づき、環境経営をグローバルに展開し、

業務に密着した地球環境保全活動を推進しています。

　グループ各社では、「YOKOGAWAグループ環境方針」と

「YOKOGAWAグループ環境自主行動計画（中期計画・年度

計画）」に従い環境目標を設定し、自律的に環境保全活動

を行っています。

　2009年3月末現在のISO14001認証（KES：環境マネジ

メントシステム・スタンダード1カ所含む）取得サイトは国内

12サイト、海外11サイトになりました。

注：�主要サイト：横河電機本社・工場、横河マニュファクチャリング	

※1は横河電機本社・工場、※2は横河マニュファクチャリング、※3は共通の目標を表します。
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環境負荷の全体像

　YOKOGAWAは、事業活動(製造・販売・サービス)に投入

したエネルギー・原材料のインプット量と大気・水域など

に排出した物質と廃棄物のアウトプット量の年間収支を	

把握しています。この分析を資源の有効利用、エネルギー

効率の向上、循環資源化率の向上などに役立てます。

環境会計

　環境省「環境会計ガイドライン（2005年版）」に準拠した

環境会計で環境活動にかかわるコストとその経済効果を

定量的に把握しています。環境保全コストについては、

2008年度、新ビル建設により投資額・費用額が増加して

います。また、統計の集計範囲を拡大したため、環境保全

効果は下がる結果となりました。

環境負荷の全体像

分類 効果の内容（単位） 2007年度 2008年度 効果

資源投入
総エネルギー投入量（108MJ） 11 13 –2

水資源投入量（km3） 727 903 –176

温暖化防止
CO2排出量（t） 8,899 9,669 –770

CO2排出量売上高原単位（t-CO2/億円） 3.2 3.5 –0.3

大気汚染
NOx排出量（t） 16 18 -2

SOx排出量（t） 3 3 0

(INPUT)
投入

(OUTPUT)
排出

製造・販売・サービス
部品
材料

製品

分類 項目 主な取り組み 投資額 費用額

工場内コスト（事業エリア内コスト）

公害防止コスト 監視測定 332 500

地球環境保全コスト 省エネルギー 146 157

資源循環コスト 廃棄物等の発生抑制 0 145

調達・物流コスト（上・下流コスト） グリーン調達 0 25

EMS維持管理コスト（管理活動コスト） EMS更新、教育 0 239

研究開発コスト 環境調和型製品開発 0 1

社会活動コスト 環境イベント 0 33

現状回復コスト（環境損傷コスト） 土壌修復 0 1

計 478 1,101

（百万円）

効果の内容 金額

リサイクルによる収入額（有価物売却等） 29.7

省エネルギーによる費用削減（電力等） 66.8

省資源による費用削減（水、紙等の削減） 4.3

計 100.8

集計範囲：ISO14001認証取得サイト（うち生産拠点）

環境会計

（百万円）

マイナスの効果は、環境負荷が増加したことを示します。

集計範囲：ISO14001認証取得サイト（うち生産拠点）
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地球温暖化防止への取り組み

　YOKOGAWAでは、CO2排出量削減の対策として国民運動

「チームマイナス6％」に参加し「クールビズ」「ウォームビズ」

を継続的に実施しています。各工場や拠点では、施設の	

ライトダウンを行う「ブラックイルミネーション」などに参加

しています。また、横河電機本社ビルでは、2006年度より

継続して「グリーン電力証書システム」による「グリーン	

電力」を導入しています（30万kWh/年）。

　横河マニュファクチャリング甲府工場では、2009年3月

に24時間稼動の空調機にインバータ設備を導入しました。

これにより、年間約1,000MWhの電力使用量（CO2排出量

425t/年）の削減を見込んでいます。また「甲府市地球	

環境温暖化対策地域協議会」の活動のひとつである「緑の

カーテン」の普及にも参加しました。小峰工場では、空調機

の更新にあたり高効率のチラー設備を導入。従来機に比べ

て年間で約134MWhの電力使用量（CO2排出量57t/年）の	

削減を見込んでいます。

　

　2008年度、YOKOGAWA国内グループのCO2排出量実質

売上高原単位は、10.4t-CO2/億円、削減率60.1％（1990

年度比）となりました。省エネルギー施策の実施、新設工場

などの省エネ性能の向上、気候要因などによりCO2排出量

は減少しましたが、売上の減少により原単位は、前年度と	

比べ横ばいとなりました。

環境調和型製品の創出

　YOKOGAWAは、環境に配慮した製品づくりを推進する

ために長期使用や省エネルギーなどの項目について設計	

基準やアセスメント基準を定めています。製品開発にあたり、

ライフサイクルアセスメント（LCA）基準を用いて二酸化	

炭素（CO2）排出量、窒素酸化物（NOx）排出量、硫黄酸化物

（SOx）排出量の各項目について評価しています。

　2008年度には環境調和型製品として、ミドルレンジ	

クラスのデジタルオシロスコープ、ミックスドシグナルオシロ

スコープ「DLM2000」シリーズなどを発売しました。

　「DLM2000」のライフサイク

ルアセスメント（LCA）基準に	

基づく計算の結果は、従来機	

に比べ、CO2排出量で61.7％、

NOx排出量で62.1％、SOx排出

量で61.8％削減を達成して	

います。

YOKOGAWAは、「自らの事業活動における環境負荷

の低減」と「お客様の事業活動における環境負荷の 

低減」を環境経営の柱とし、省エネルギー対策、化学

物質の削減や環境調和型製品の創出など環境負荷の

低減に積極的に取り組んでいます。

ミックスドシグナルオシロスコープ
 「DLM2000」シリーズ
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対象製品：DLM2000

比較製品：701740
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生産ラインの改善

　各生産工程では、環境負荷低減のための生産ラインの

改善を積極的に進めています。2008年度の活動として	

横河マニュファクチャリング甲府工場の切削ラインでは、

「水溶性切削油剤」の削減に取り組みました。

　材料の切削を行う際に使用する水溶性の切削油剤につ

いては、油に水道水を補充することにより濃度を調節して

使用していましたが、高濃度のために、切削油剤に泡立ち

が発生し機械から油剤が漏れ出すことがありました。そこ

で、油メーカーの推奨濃度値をもとに、各切削機械で適正

値を検証のうえ濃度を決定し、糖度計を用いて１日１回の

濃度管理を実施するなど各切削機械の実務担当者向けの

教育を実施し、使用方法の徹底を行いました。

　このように、甲府工場で使用するすべての水溶性切削油剤

の濃度を適正に保つことにより、改善前と比較し月平均	

で切削油約898ℓの使用量の削減となりました。また、	

材料を切削した際の切り粉についた切削油剤については、

溜まった切削油剤をポンプなどを利用して本体の槽に戻

し再利用することで切削油の有効利用につなげています。

今後は、油メーカーと検証しつつ、長期的に使用可能な	

水溶性切削油剤への切り替えも検討し、さらなる削減を

目指します。

化学物質管理と削減

　横河マニュファクチャリングでは、YOKOGAWAグルー

プ環境方針の項目のひとつである「環境汚染物質の削減」

を毎年、目標に掲げ、積極的に取り組んでいます。

　そのなかで、トルエン・キシレンの使用量削減への取り組み

として、2008年度は、塗装の器具を洗浄する際に使用する

洗浄液について、トルエンを含まない洗浄液への切り替え

を実施しました。これにより、2008年度の甲府工場での	

トルエン・キシレンの使用量は2,350kgとなり、前年度の

使用量3,270kgから約920kg削減することができました。

ゼロエミッションの推進

　YOKOGAWAは、廃棄物総発生量の99％以上を循環	

資源化することをゼロエミッションとして定義し、廃棄物の

循環資源化を推進しています。

　2008年度、横河電機本社・工場を含む6サイトがゼロエミッ

ションを達成し、YOKOGAWAの廃棄物排出量は、売上高

原単位0.17t/億円（総排出量634t）となりました。

　また、横河電機は各廃棄物削減施策として、什器の再利用

やダイレクトメールの返却なども実施しています。これら

の分別状況、資源化状況、環境への行動が評価され、昨年

に引き続き、東京都武蔵野市からごみ減量資源化推進事業

者（ECOパートナー）の認定を受けました。

糖度計による濃度チェックの様子
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未来の人材を育成する「YOKOGAWA理科教室」

　昨今、子供たちの理科離れが懸念されるなか、2006年度に	

小学生を対象とした｢YOKOGAWA理科教室｣をスタートしま

した。光、電気など、YOKOGAWAらしいテーマを選び、社員

によるボランティア講師が、子供たちに理科の楽しさを教え

ています。また、ボランティア活動の一環として、大学や研究

機関などにYOKOGAWAの社員を講師として派遣するほか、

測定器等の機材や研究資金を提供するなど、幅広い支援を

行っています。

　今後も、地域との交流を深めるとともに、未来の社会を	

支える人材の育成に貢献していきます。

教育支援キャンペーンを実施

　2008年度、YOKOGAWAは（株）クラレが主催する「ラン

ドセルは海を越えて」キャンペーン活動に参画しました。	

アフガニスタンの子供たちへの教育支援を目的に、社員から

不要になったランドセルや文房具を収集し送付しました。

社会・環境に配慮した購買活動

　「企業理念」「企業行動規範」に基づき、法令の遵守や人権・

環境への配慮を含めた購買活動を推進しています。2008	

年度には購買調達業務にかかわる行動規範として「購買基本

方針」を策定しました。お取引先様には、YOKOGAWAのサプ

ライチェーンガイドラインを理解いただくとともに、品質・	

納期・コスト・技術・サービスの適正な水準を求めて相互	

理解に基づくパートナーシップの発展に努めています。

サプライチェーンCSRへの取り組み

　YOKOGAWAは、さまざまなサプライチェーンに組み込ま

れています。一企業として社会的責任を果たすだけでなく

企業の枠を超え、サプライチェーン全体で国際社会が直面

している課題に取り組む必要があります。YOKOGAWAは、

国連グローバル・コンパクトが定める人権、労働、環境、腐敗

防止の各分野についてグループ全体に適用するガイドライン

や規則を定め、遵守するとともに、お客様・お取引先様と

協調して積極的にCSRを推進しています。

YOKOGAWAは企業理念にある「YOKOGAWA人は 

良き市民であり 勇気をもった開拓者であれ」という 

精神に基づき社会との共生を目指して活動しています。 

計測・制御・情報の分野における高度な技術力を生か

した理科教育の支援、地域の活性化、社会的課題に

配慮した購買活動などに、積極的に取り組んでいます。

理科教室でラジオ作りに取り組む小学生

YOKOGAWA
グループ

販売活動CSR
調達

CSR
調達

購買活動お客様 お取引先様

購買基本方針

• �クリーン、クリアでオープンな企業風土を作り、社会から信頼

される企業としてお天道様に恥じない購買活動を行う。

• �グループ内の取り組みにとどまらず、お取引先様を含むサプ	

ライチェーン全体でCSRに配慮した調達活動を推進する。

• �お取引様にはYOKOGAWAのCSRガイドラインに合致した

活動にご賛同いただく。
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労働安全衛生マネジメントシステムの運用

　YOKOGAWAグループは、「安全衛生は経営の基盤である」

という認識に基づき、グループで働くすべての人々 の安全確保

と健康の保持・増進のためにOSHMSの運用を開始しま	

した。このシステムを軸に、グループ共通の安全衛生活動を

展開し、リスクアセスメントの実施による潜在的なリスクの

除去・低減活動、内部監査による評価・見直しなど、安全衛生

水準の段階的向上を目指した取り組みを推進しています。

　2008年度には、国内・海外子会社39社を対象に、グループ

各社による「内部監査」とYOKOGAWAグループOSHMS統括

事務局による「事務局監査」を実施し、今後の改善箇所を	

確認しました。2009年度も、一連の改善活動を継続して	

いきます。

　現在、海外子会社15社（11カ国）においてOHSAS18001※2

の認証を取得しています。

安全衛生教育

　「YOKOGAWAグループ安全衛生方針」の浸透を目指し、

2008年度には安全衛生の基本や日常生活上のルールをまと

めた「安全衛生ガイドブック」を作成し、グループ各社で働く

すべての人に配布しました。また、そこに記載された内容の

理解促進を目的に国内グループ13,000人、海外グループ

7,000人に「安全衛生理解度チェック」を実施しました。

2008年度の労働災害分析

　OSHMSの導入に伴い、2008年より国内・海外子会社

41社から四半期ごとに労働災害実績を収集・集計してい	

ます。横河電機（日本）の2008年の労働災害は5件と2007

年より3件改善しましたが、休業4日以上の労働災害が	

海外出張中に2件発生しました。今後は、海外における	

事故の予防により注力していきます。

新型インフルエンザ対策

　YOKOGAWAグループでは、世界的に発生が危惧されて	

いる新型インフルエンザ（H5N1）の対策を進めています。

2008年は、厚生労働省の「事業者・職場における対策ガイド

ライン」を基にグローバルな視点で、パンデミック（世界的	

大流行）に対応した対策ガイドの策定に着手しました。まず	

教育・啓蒙活動の一環として国内のYOKOGAWAグループで

働くすべての人に「予防マニュアル」を配布しました。さらに

対策ガイドに基づきマスク、消毒薬等の備蓄を始めています。

2007年度に「YOKOGAWAグループ安全衛生方針」を

制定し、労働安全衛生マネジメントシステム（OSHMS※1）

の運用を開始しました。2008年度からはYOKOGAWA

グループ各社でOSHMS活動を通じ、安全衛生の継続

的な向上を推進しています。
 

2006年 2007年 2008年

年間平均労働者数（人） 6,308 5,145 6,154

延実労働時間数（H） 12,087,160 10,094,954 11,553,033

休業4日以上（人） 0 1 2

休業1〜3日（人） 3 2 0

小計休業者数（人） 3 3 2

不休（人） 6 5 3

合計 9 8 5

延休業日数（日） 7 75 46

労働損失日数（日） 5.8 61.6 37.8

度数率（全国平均1.80） 0.25 0.30 0.17

強度率（全国平均0.11） 0.000 0.006 0.003

度数率＝労働災害による死傷者数/延実労働時間数×1,000,000H

強度率＝延労働損失日数/延実労働時間数×1,000H

安全衛生ガイドブック 新型インフルエンザ対応備蓄品、
配布物

※1 Occupational Safety and Health Management System
2 �Occupational Health and Safety Assessment Series：労働安全衛生マネジメント
システムの認証規格。
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社員と企業が共に成長するキャリア開発

　適材適所に社員を配置するため、さまざまな人財活用施策

を提供しています。上司へのキャリアプランの申請、社内	

公募制度による新ビジネスやプロジェクトに必要な人財の

発掘等により、積極的でスピーディーな人財の配置・活用

を行っています。また、職業人生の節目ごとにキャリア・ライ

フデザイン、健康管理に関する研修を実施し、将来の人生	

設計における「気付き」を得る機会を提供しています。

仕事と家庭の両立を支援し社員の意欲を向上

　社員が仕事と家庭を両立し働きながら自己実現を目指せ

るよう、職場環境の整備に取り組んでいます。就労面では、

育児時間や介護休職などの制度を充実させ、経済面では

次世代育成支援金制度を導入するなどの支援を行っていま

す。とくに、就労面の制度は男女を問わず多くの社員が	

利用しており、育児休職取得者ほぼ全員の復職を実現し、

社員の意欲向上にもつながっています。

いきいきとした会社生活を送るためにEAPを推進

　社員がストレスによって本来の能力を充分に発揮できない

状態を回避し、最大限にパフォーマンスを発揮するための	

社員支援プログラム（EAP：Employee Assistance Program）

を導入しています。YOKOGAWAのEAPは、メンタルヘルスと

キャリアの両面からサポートするという特長をもっています。

メンタルヘルス面では、全社員に対するストレス調査の実施

と各組織への結果のフィードバック、さらに必要に応じた	

カウンセリングや社員教育を実施しています。また、キャリア

面では、希望する社員全員に対するキャリアカウンセリング

なども行っています。

障害を持った社員の積極的な採用と活用

　YOKOGAWAの障害者雇用は、1992年に「ノーマライ

ゼーションプロジェクト」を発足させて以来、一貫して積極

的な活動を継続しており、横河電機での法定雇用率をクリア

し続けるとともに、グループ会社全体での雇用促進に努め、

障害のある方の活躍の機会を提供しています。1999年に

は知的障害を持った方の雇用を目的に横河ファウンドリー

(株)を設立し、同年、特例子会社の認定を受けました。社員

のスキルアップのためのトレーニングを充実させ、社員は

さまざまな仕事にチャレンジし、活躍の場を広げています。

また、社外活動においても、アビリンピックで入賞を果たす

など大きな実績を上げています。

YOKOGAWAにとって社員は貴重な「人財」です。

「YOKOGAWAグループ企業行動規範」のなかで、 

あらゆる人の尊厳と基本的人権の尊重をうたい、多様な

人財が活躍できるようキャリア開発の機会を提供する

とともに、積極的にワーク・ライフ・バランスや障害者

雇用を推進しています。

03 04 05 06 07 08

1.80

2.22

2.14

1.941.951.93

1.84

1.80 1.80 1.80 1.80 1.80

（年）

出願中
登録

 「くるみん」マーク

2006年9月に本社敷地内に保育所を開設。

社員のみならず地域の方々にも開放し、地域社会

にも貢献しています。育児時間などの制度の充実

に加え、これらの活動が評価され、2007年度に

は東京都労働局長から仕事と家庭の両立を支援

する企業として認定を受けました。
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コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方

　当社グループでは、健全で持続的な成長を確保し、株主

をはじめとするステークホルダーからの社会的信頼に応え

ていくことを企業経営の基本的使命と位置づけており、	

「健全で利益ある経営」を実現するための重要施策として、

コーポレート・ガバナンスの充実に取り組んでいます。

経営・執行体制

　当社は、執行役員制度を採用し、取締役会における経営

機能及び取締役の業務執行監督機能と、業務執行の機能

を分離して、業務執行の迅速化を図っています。

　法定事項及び経営に重大な影響を及ぼす事項、または	

グループの重要戦略事項については、取締役会で決定し、取締

役会の範疇に含まれないYOKOGAWAグループの業務執行

における重要案件については経営会議で決定することにより、

迅速かつタイムリーな意思決定の体制を構築しています。

取締役・取締役会

　当社の取締役は15名以内とし、株主の信任を事業年度

ごとに得るため、取締役の任期を1年としています。取締役

の選任決議については、議決権を行使することができる	

株主の議決権の3分の1以上を有する株主が出席し、その

議決権の過半数をもって行う旨定款に定めています。取締

役会では、当社グループの事業に精通した取締役と独立性

の高い社外取締役による審議を通して、意思決定の迅速性

と透明性を高めています。　

　取締役会は、社外取締役3名を含む合計10名で構成	

されており、毎月開催され、法令で定められた事項及び	

重要事項について決定しています。

監査役・監査役会

　当社は、監査役制度を採用しており、監査役会は、社内

常勤監査役2名、社外監査役3名の合計5名で構成されて

います。

　監査役会では、社外監査役を含む監査役による監査を通

して、取締役の業務の適法性、効率性、意思決定プロセス

の妥当性などを厳正に監視・検証し、経営に対する監査機

能の充実を図っています。監査役会は毎月開催され、重点

監査項目を定めた年間計画に基づき、監査役監査を実施し

ています。
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YOKOGAWAグループ内部統制システム
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内部統制システムの基本的な考え方と整備の状況

　当社グループでは、コンプライアンスの基本方針を

「YOKOGAWAグループ企業行動規範」として定めており、	

取締役が率先して企業倫理の遵守と浸透にあたっています。

また、財務報告の信頼性の確保及び意思決定の適正性の確保

などを含めた「YOKOGAWAグループ内部統制システム」を	

定めており、当社グループの業務が適正かつ効率的に実施

されることを確保するための内部統制システムとして整備	

しています。

内部監査の状況

　当社は、内部監査部署として経営監査部を設置していま

す。年間計画に基づき内部監査を実施し、重要な事項につい

て取締役会及び監査役に報告しています。

監査役監査の状況

　当社の監査役会は、重点監査項目を定めた年間計画に基

づき、監査役監査を実施しています。監査役は、内部監査部

署及びコンプライアンス体制の推進部署との定例会合を	

実施し、内部監査の実施状況、コンプライアンス教育の	

実施状況、及び内部通報制度の運用状況について情報交換

を図っています。また、会計監査人とも定例会合を実施し、

決算に関する状況などについて情報交換を図っています。

会計監査の状況

　当社は、会社法及び金融商品取引法に基づく会計監査に

ついて、監査法人トーマツと監査契約を締結しています。

リスク管理体制

　当社グループにおける業務の適正を確保するための体制

として「YOKOGAWAグループ内部統制システム」を整備し、

内部統制部がリスク管理部署として、リスクを抽出・分析し、

改善を提言するとともに、重要な事項は、取締役会及び	

監査役に報告しています。

　また、危機事象に対する対応を、「危機管理規程」として

定めています。代表取締役社長が危機管理本部長として、	

危機事象が発生した時の情報伝達と指揮命令を統制し、人的

な安全の確保及び経済的な損失の最小化を図ります。

役員報酬の内容

　2008年度に係る当社の取締役及び監査役に支払った	

報酬等の内容は以下のとおりです。

取締役及び監査役の報酬等の額
取締役 10名 6億64百万円

監査役 8名 99百万円

（うち社外役員） 7名 54百万円

※�上記には、2008年6月26日開催の第132回定時株主総会終結の時をもって退任した

取締役1名及び監査役3名（うち社外監査役2名）を含んでいます。

　なお、取締役に対する報酬には、使用人兼務取締役の	

使用人分給与は含まれておりません。

監査報酬の内容

　当社及び連結子会社の会計監査人への公認会計士法	

（昭和23年法律第103号）第２条１項に規定する業務に基づく

報酬は、1億91百万円です。監査・証明業務以外の報酬は、	

5百万円です。

買収防衛策

　当社は、当社株式の大量取得行為が発生した場合に、買付

に応じるべきか否かを株主の皆様が適切に判断できると	

同時に、当社取締役会が株主の皆様に代替案を提示するた

めに必要な情報と時間を確保することで、当社の企業価値

ひいては株主の皆様の共同の利益に反する行為を抑止する

ための枠組みが必要であると考えます。そこで、2009年4月

28日開催の取締役会において「当社株式の大量取得行為に

関する対応策（買収防衛策）の継続導入の件」について決議

し、2009年6月29日開催の当社第133回定時株主総会に

おいて議案として上程し、承認されました。本プランの有効

期間は2年です。

　なお、詳細については、当社ホームページに掲載されてい

る2009年4月28日付プレスリリースをご参照ください。

http://www.yokogawa.co.jp/cp/ir/pdf/20090428-01-ja.pdf
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コンプライアンス推進体制の確立

　企業倫理・CSR部を中核として、職場に密着したコンプ

ライアンス推進体制をグローバルに整備しており、2008

年度には国内外の子会社までのすべての拠点で推進体制

が整いました。

　また、コンプライアンスにかかわる問題点を早期に発見し、

未然に防止するための通報・相談窓口を国内外に設置	

しています。国内では、社内相談窓口（ビジネス・エシックス・

ライン：BEL）と弁護士による社外相談窓口（コンプライ	

アンス・ホットライン：CHL）の２つの窓口を設け、利用を

促進しています。

　さらに、毎年実施している「グローバル意識サーベイ」に

おいて、全社員のコンプライアンス意識を調査し、その結果

を職場・職位別に分析して、次年度以降の取り組みに生かし

ています。

コンプライアンス徹底のための教育・啓蒙活動

　社員一人ひとりに対して、倫理に対する価値観の浸透を	

図るため、次の活動を行いました。

コンプライアンス研修の実施

　2008年度には以下のとおり、国内外のマネジャーや	

新入社員などを対象に、さまざまな研修を実施しました。

• 国内(含む子会社)のマネジャーを対象とした「企業倫理研修」

• �新入社員を対象とした「YOKOGAWAグループ企業行動	

規範についての研修」

• �新任マネジャーを対象とした「企業倫理活動についての

研修」

• 海外赴任者を対象とした「赴任者教育」

• 海外子会社のマネジャー向け「企業倫理研修」

企業倫理週間の実施

　国内グループの全社員を対象に「企業倫理週間」を実施	

しました。

　経営トップからの「コンプライアンスの重要性などについて」

のメッセージを配信するとともに、コンプライアンスへの	

理解を深めるためのｅラーニングを全社員に対して実施し

ました。また、意識向上と職場内のコミュニケーションの活性

化を図ることを目的に、「コンプライアンス標語」の職場での

唱和を行いました。

コンプライアンスガイドラインやニュースの発行

　YOKOGAWAグループの理念や社員の行動指針をまとめ

た「YOKOGAWAグループ企業行動規範」と、日常の業務の

なかで遭遇する問題について遵守すべき事項をまとめた

「YOKOGAWAグループコンプライアンスガイドライン」を

社員一人ひとりに配布しています。職務中だけでなく職務外

でもこの規範を遵守し、“間違った行動”をしないよう呼び	

かけ、コンプライアンスの徹底を図っています。また、社員

一人ひとりがコンプライアンスを身近な問題として考えるこ

とができるよう、コンプライアンス・ニュースを発行し、具体

的な取り組みを促しています。　

　このほか、2008年度は、事例に学ぶコンプライアンス

と題した「不正行為事例集」を作成、配布しました。この	

事例集は、各職場において研修や勉強会の教材として活用

されました。また、「YOKOGAWAグループコンプライアンス

ガイドライン」に準じて、英語版、中国語版のガイドライン

を発行。国情に合わせた内容とし、コンプライアンス意識

の向上に努めています。

YOKOGAWAは、公正・誠実な企業活動を通じて社会

から信頼される企業であり続けるために、コンプライ

アンスを何よりも優先するものと位置づけ、グループ

全体でコンプライアンス経営を強力に推進していま

す。不正や不祥事を未然に防止するために、「不正を

させない仕組みの構築」と「不正をしない風土の 

構築」の両面を強化し、健全で風通しの良い企業風土

の醸成に取り組んでいます。

コンプライアンスガイドライン
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取締役

監査役

内田　勲
代表取締役会長

海堀　周造
代表取締役社長

八木　和則
取締役　専務執行役員

木村　和彦
取締役　専務執行役員

三奈木　輝良
取締役　専務執行役員

藤井　隆
取締役　常務執行役員

山本　順二
取締役　常務執行役員

内藤　正久
取締役（社外）

棚橋　康郎
取締役（社外）

勝俣　宣夫
取締役（社外）

常務執行役員	 白井　俊明 
	 黒須　聡
	 笹田　学
	 作野　周平
	 湯原　仁志

牧野　清
常勤監査役

引馬　滋
監査役（社外）

池田　輝彦
監査役（社外）

壱岐　浩一
監査役（社外）

執行役員

執行役員	 奥住　俊樹 
	 河田　泰紀
	 三浦　明
	 鳥居　誠
	 山田　博

小柳　敬史
常勤監査役
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会計年度	 2003	 2004	 2005	 2006	 2007 	 2008

損益及びキャッシュ・フローの状況

売上高	 3,719	 3,871	 3,889	 4,334	 4,374	 3,765

売上原価	 2,414	 2,500	 2,459	 2,759	 2,774	 2,530

販売費及び一般管理費	 1,123	 1,123	 1,176	 1,282	 1,326	 1,188

営業利益	 183	 248	 253	 293	 274	 47

営業利益率（％）	 4.9	 6.4	 6.5	 6.8	 6.3	 1.3

当期純利益又は損失	 243	 94	 216	 126	 117	 △384

設備投資	 214	 187	 295	 403	 380	 268

減価償却費	 135	 143	 151	 165	 231	 216

研究開発費	 270	 290	 309	 362	 409	 372

営業活動によるキャッシュ・フロー	 83	 183	 256	 405	 208	 245

投資活動によるキャッシュ・フロー	 △102	 △112	 △117	 △390	 △510	 △241

財務活動によるキャッシュ・フロー	 △114	 △13	 △141	 △61	 239	 284

財政状態（年度末）

総資産	 3,974	 4,003	 4,178	 4,387	 4,446	 4,010

負債	 2,332	 2,270	 1,883	 1,998	 2,198	 2,300

有利子負債	 996	 1,003	 613	 596	 930	 1,243

自己資本	 1,603	 1,688	 2,246	 2,343	 2,207	 1,672

自己資本比率（％）	 40.3	 42.2	 53.7	 53.4	 49.6	 41.7

1株当たりデータ（円）

当期純利益又は損失	 99.84	 38.43	 87.45	 47.79	 44.76	 △149.26

配当金	 7.50	 7.50	 15.00	 15.00	 16.00	 16.00

純資産	 658.97	 693.75	 854.24	 891.08	 856.72	 649.20

株式情報

期末株価（円）	 1,544	 1,452	 2,095	 1,806	 998	 394

時価総額	 3,921	 3,688	 5,628	 4,851	 2,681	 1,058

発行済株式数（株）	 253,967,991	 253,967,991	 268,624,510	 268,624,510	 268,624,510	 268,624,510

その他情報

従業員数（人）	 18,364	 18,972	 17,858	 19,286	 20,266	 20,247

期中平均為替レート	 （円）

注1：�当社では、2006年度に連結子会社の決算期の統一を図りました。そのため2006年度は中国の子会社については15カ月決算となり、その他の海外連結子会社については	

13カ月決算となっています。この決算期変更に伴い、2006年度は12カ月決算の場合と比べ、連結売上高は221億円、連結営業利益は14億円、連結当期純利益は10億円	

増加しています。

2：�2007年度よりセグメント別データの計算方法を変更しました。このため、セグメント別の受注高、売上高、営業利益については、過去に開示した数値と一部異なります。

3：�億円未満四捨五入で算出しています。

(単位：億円)

2003 2004 2005 2006 2007 2008
USドル 113.97 107.46 113.09 117.00 113.80 100.66
ユーロ 132.73 134.90 137.81 150.33 162.26 143.28

36



2008年度の業績概況

　当社グループの2008年度業績は、世界的な金融危機に

伴う年度後半からの急激な実体経済の悪化、半導体市況

の悪化に伴う半導体製造設備に対する大幅な投資抑制、	

さらには、昨年9月以降の急激な円高などの影響により、

売上高については、前期比609億円減の3,765億円となり

ました。当社グループでは、この急変した事業環境を受け、

徹底した費用削減、設備投資の抑制など、利益確保のため

の取り組みを実施しましたが、売上高の減少に加え、当連結

会計年度より棚卸資産の処分・評価損等が営業外費用	

から営業費用へ区分変更されたことなどから、営業利益は

前期比227億円減の47億円となりました。

　経常利益は、上記棚卸関連費用が区分変更されたこと	

及び前期と比較して為替差損が減少したことにより、営業

利益の減益額を下回る162億円の減少となり、3億円と	

なりました。当期純損失は、前期比501億円減少の384億

円の損失となりました。当期純損失については、前期と比

較し、主に有価証券評価損、事業再編損及び固定資産の減

損損失の計上により特別損失が増加したこと、並びに現在

の事業環境において将来の課税所得の見積もりが困難と	

なり繰延税金資産を取り崩したこと等により法人税等調整額

が増加したことから、経常利益の減益額を上回る減益額と

なりました。

資産、負債及び純資産の状況

　当連結会計年度末の総資産は4,010億円となり、前期末

に比べ437億円減少しました。現金及び預金が252億円	

増加した一方、売上高の減少による受取手形及び売掛金

325億円の減少、繰延税金資産の取り崩しによる短期繰延

税金資産89億円の減少等により、流動資産が179億円	

減少したこと、また、無形固定資産が77億円増加しましたが、

有形固定資産が98億円、投資有価証券が92億円、長期	

繰延税金資産が137億円それぞれ減少し、固定資産が257

億円減少したことが主な要因です。

　負債合計は2,300億円となり、前期末に比べ102億円	

増加しました。支払手形及び買掛金が111億円、短期借入金

が63億円、賞与引当金が57億円、未払金が45億円、	

コマーシャルペーパーの償還等によりその他流動負債が

39億円それぞれ減少した一方、長期借入金が456億円	

増加したことが主な要因です。

　純資産は1,710億円となり、前期末に比べ538億円減少

しました。利益剰余金が428億円、その他有価証券評価	

差額金が30億円、為替換算調整勘定が73億円それぞれ	

減少したことが主な要因です。この結果、自己資本比率は

41.7%となり、前期に比べ7.9%低下しました。

キャッシュ・フローの状況

　現金及び現金同等物の残高は、営業活動による245億円

の収入、投資活動による241億円の支出、財務活動による

284億円の収入等の結果、当連結会計年度末には568億

円となり、前期に比べ266億円増加しました。

　営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前	

当期純損失94億円から、減価償却費216億円、売上債権

の減少283億円のプラス要因と、仕入債務の減少74億円、

賞与引当金の減少54億円のマイナス要因等の調整の結果、

前期に比べ36億円増加し、245億円の収入となりました。

　投資活動によるキャッシュ・フローは、有形固定資産の

取得による144億円、無形固定資産の取得による132億円
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の支出等の結果、前期に比べ269億円支出が減少し、241

億円の支出となりました。

　財務活動によるキャッシュ・フローは、短期借入金47億

円の減少、コマーシャルペーパー80億円の減少、配当金	

支払41億円に対し、長期借入金460億円の新規調達等に

より、284億円の収入となりました。

利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当

　当社は、安定した経営基盤の確立を目指すとともに、株主の

皆様に対する継続的な利益配分を最重要施策のひとつ	

と認識し、中長期的成長のための新規事業投資、成長市場

への開発投資などに向けた内部留保及び財務体質の	

強化等を総合的に勘案のうえ、連結配当性向30%を目安

とする配当方針としています。

　2008年度の配当金につきましては、期末配当金を1株当

たり8円とし、中間配当金と合わせて年間16円です。2009

年度については、事業環境の先行きが不透明であること	

から現時点では未定です。

事業等のリスク

　有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等

に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼ

す可能性のある事項には、以下のようなものがあります。

　なお、文中の将来に関する事項は、2008年度末時点に

おいて当社グループが判断したものです。また必ずしも投資

判断に影響を与えるとは限らない事項も以下に含まれてい

ますが、当社グループは、このようなリスクを認識した上で、

必要なリスク管理体制を整え、リスクの発生回避及び発生時

の影響の最小化に努めています。

1. 事業環境について

（1）経済状況

　当社グループが事業活動を展開する主要な市場である	

日本、アジア、欧州、北米、中東等の国及び地域の経済環境

の動向は、当社グループの業績と財政状況に影響を及ぼす

可能性があります。

（2）国際的事業活動

　当社グループの制御事業及び計測機器事業等における

海外市場への売上依存度が高まっています。また、生産活動

も国際的な展開を強化しております。そのため、海外市場

の経済動向や為替相場の変動、投資・貿易・競争・税及び

為替等に関する法的規制の変更、商慣習の相違、労使関係

並びにその他の政治的・社会的要因の動向は、当社グループ

の業績と財政状況に影響を及ぼす可能性があります。

（3）法的規制等

　当社グループは、事業活動を展開する国における法的規制

の適用を受けています。今後、これらの法的規制が変更され

た場合や、予想できない新たな法的規制が設けられた場合

には、当社グループの業績と財政状況に影響を及ぼす可能

性があります。また、環境保護に関連する規制の動向は、

規制に対応するための費用の増加等により、当社グループ

の業績と財政状況に影響を及ぼす可能性があるとともに、

当社グループの開発活動及び生産活動をはじめとする事業

活動全般に影響を及ぼす可能性があります。

（4）為替変動・金利変動

　当社グループは、為替相場変動のリスクを軽減するため

の対策を講じておりますが、為替相場の変動は、外貨建て

で取引されている製品やサービスの価格及びコストの変動

を通して、当社グループの業績と財政状況に影響を及ぼす	
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可能性があります。また、当社グループは、金利の変動リスク

を軽減するために対策を講じておりますが、金利の変動は、

当社グループの業績と財政状況に影響を及ぼす可能性が	

あります。

（5）保有資産の価格変動

　当社グループが保有している株式等の価格が変動した	

場合は、当社グループの業績と財政状況に影響を及ぼす	

可能性があります。また、当社グループが保有している固定

資産について、時価下落及び収益性低下等に伴い資産価値

が低下した場合は、当社グループの業績と財政状況に影響

を及ぼす可能性があります。

2. 事業活動について

（1）制御事業

　制御事業の市場は、世界経済の低迷により当面停滞する

ことが予想されますが、中長期的には新興国、資源国を	

中心にエネルギー・素材需要が回復し安定的な市場の	

拡大が見込まれるため、経営資源の集中投入により強固な

事業基盤の構築を図っております。従いまして、エネルギー・

素材需要の回復の遅れは当社グループの業績と財政状態

に影響を及ぼす可能性があります。

（2）計測機器事業

　計測機器事業のうち半導体テスタビジネスは、メモリ向け

テスタ分野にリソースを集中し事業を展開しているため、	

メモリテスタの需要が予想を大きく下回った場合は、当社

グループの業績と財政状態に影響を及ぼす可能性があります。

（3）新事業その他

　新事業のうちフォトニクスビジネスでは、次世代ネット

ワークの世界規模での急速な拡大に対応するため生産能

力の拡大とコストダウンが課題となっています。この課題

に対応できない場合及び市場予測どおりの展開がない場合

は、当社グループの業績と財政状態に影響を及ぼす可能性

があります。

（4）人財の確保・育成

　当社グループの成長の源泉は、有能な人財によって支え

られています。とくに、計測・制御・情報の分野でのLeading 

Edge Technologyを支える技術者や、高い品質を支える

技能者及び生産技術者の重要性が高まっています。また、

制御事業では、海外市場におけるプロジェクトマネジメント

能力とエンジニアリング能力を持つ人財の確保と育成は	

継続した課題です。これらの課題に対応できない場合は、

当社グループの業績と財政状況に影響を及ぼす可能性が	

あります。

（5）製品の品質

　当社グループは、長年にわたる技術及びノウハウの蓄積

とISOの認証を受けた品質管理体制の展開により、お客様

に対して高い信頼性を備えた製品及びサービスを提供して

いますが、万が一、当社グループの製品あるいはサービス

に欠陥が発生し、また、その欠陥に起因して損害が発生した

場合には、当社グループの業績と財政状況に影響を及ぼす

可能性があるとともに、当社グループの事業活動全般に影響

を及ぼす可能性があります。

（6）研究開発活動

　当社グループは、将来を見据えた新技術の開発を最も重要

な経営課題として位置づけ、計測・制御・情報をコアとして

技術開発を継続的に推進しています。しかし、開発投資が

将来市場のニーズに適合しなかった場合は、当社グループ

の業績と財政状況に影響を及ぼす可能性があります。

3. その他

（1）知的財産権

　当社グループは、優位性のある競争力を確保するために、

製品及びサービスの開発の中で差別化技術及びノウハウを

蓄積し、それらの知的財産権の保護に努めていますが、当社

グループの知的財産権が十分に保護されずに、第三者がこれ

を侵害する事態が発生した場合は、当社グループの業績と

財政状況に影響を及ぼす可能性があります。

　また、当社グループは、他社の権利を侵害しないように

管理体制と教育を展開していますが、見解の相違等により

他社の知的財産権を侵害しているとされた場合は、当該	

技術が使用できないことでの不利益が発生するとともに、

賠償責任を課せられるリスクがあり、当社グループの業績

と財政状況に影響を及ぼす可能性があります。

（2）情報セキュリティ

　当社グループは、事業活動を通して、お客様や取引先の個人

情報及び機密情報を入手することがあります。当社グループ

では、これらの情報管理に関する管理体制と教育を展開し

ていますが、予期せぬ事態により情報が流出し被害が発生

した場合には、賠償責任を課せられるリスクがあり、当社

グループの業績と財政状況に影響を及ぼす可能性があります。

（3）災害、新型インフルエンザ等

　地震、火災、洪水等の災害や戦争、テロ行為、コンピュー

ターウイルスによる攻撃等の発生は、当社グループの生産

活動をはじめとする事業活動全般に影響を及ぼす可能性

があります。また新型インフルエンザについては、当社	

グループでは適切な対応を実施しておりますが、当社グループ

の事業活動全般に影響を及ぼす可能性があります。
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	 当期	 前期	
科目	 2009年3月31日現在	 2008年3月31日現在	 増減

資産の部

	 流動資産

	 	 現金及び預金	 56,987	 31,738	 25,249

	 	 受取手形及び売掛金	 110,387	 142,902	 △32,515

	 	 有価証券	  －	 301	 －

	 	 たな卸資産	  －	 44,815	 －

	 	 商品及び製品	 20,842	  －	 －

	 	 仕掛品	 11,583	  －	 －

	 	 原材料及び貯蔵品	 12,281	  －	 －

	 	 繰延税金資産	 3,280	 12,216	 △8,936

	 	 その他	 11,999	 13,648	 △1,649

	 	 貸倒引当金	 △2,931	 △3,256 	 325

	 	 流動資産合計	 224,431	 242,366	 △17,935

	

	 固定資産

	 	 有形固定資産

	 	 	 建物及び構築物（純額）	 57,405	 51,132	 6,273

	 	 	 機械装置及び運搬具（純額）	 14,925	 21,693	 △6,768

	 	 	 工具、器具及び備品（純額）	 7,436	 10,161	 △2,725

	 	 	 土地	 18,828	 18,626	 202

	 	 	 リース資産（純額）	 464	  －	 －

	 	 	 建設仮勘定	 2,654	 9,928	 △7,274

	 	 	 有形固定資産合計	 101,715	 111,543	 △9,828

	 	 無形固定資産	 29,713	 22,036	 7,677

	 	 投資その他の資産

	 	 	 投資有価証券	 31,111	 40,266	 △9,155

	 	 	 長期貸付金	 79	 105	 △26

	 	 	 繰延税金資産	 2,908	 16,605	 △13,697

	 	 	 その他	 11,581	 12,359	 △778

	 	 	 貸倒引当金	 △580	 △639 	 59

	 	 	 投資その他の資産合計	 45,099	 68,697	 △23,598

	 	 固定資産合計	 176,528	 202,277	 △25,749

	

	 資産合計	 400,959	 444,644	 △43,685

	 当期	 前期	
科目	 2009年3月31日現在	 2008年3月31日現在	 増減

負債の部

	 流動負債

	 	 支払手形及び買掛金	 28,886	 40,034	 △11,148

	 	 短期借入金	 12,686	 18,979	 △6,293

	 	 未払法人税等	 1,892	 2,604	 △712

	 	 賞与引当金	 8,841	 14,511	 △5,670

	 	 未払金	 14,657	 19,137	 △4,480

	 	 その他	 46,163	 50,103	 △3,940

	 	 流動負債合計	 113,126	 145,370	 △32,244

	 固定負債

	 	 長期借入金	 101,597	 55,993	 45,604

	 	 繰延税金負債	 1,584	 157	 1,427

	 	 退職給付引当金	 3,192	 5,221	 △2,029

	 	 役員退職慰労引当金	 188	 236	 △48

	 	 長期未払金	 9,427	 11,832	 △2,405

	 	 その他	 833	 987	 △154

	 	 固定負債合計	 116,824	 74,429	 42,395

	 負債合計	 229,950	 219,799	 10,151

純資産の部

	 株主資本

	 	 資本金	 43,401	 43,401	 0

	 	 資本剰余金	 50,345	 50,355	 △10

	 	 利益剰余金	 97,134	 139,952	 △42,818

	 	 自己株式	 △10,978	 △10,990 	 12

	 	 株主資本合計	 179,902	 222,718	 △42,816

	 評価・換算差額等

	 	 その他有価証券評価差額金	 17	 2,991	 △2,974

	 	 繰延ヘッジ損益	  －	 1	 －

	 	 年金負債調整額	 △384	 －	 －

	 	 為替換算調整勘定	  △12,311	 △5,036	 △7,275

	 	 評価・換算差額等合計 	 △12,678	 △2,044	 △10,634

	 少数株主持分	 3,783	 4,170	 △387

	 純資産合計 	 171,008	 224,844	 △53,836

	 負債純資産合計	 400,959	 444,644	 △43,685

注：記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しています。

（単位：百万円）

連結貸借対照表
横河電機株式会社及び連結子会社
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	 当期	 前期
	 2008年4月1日から	 2007年4月1日から	

科目	 2009年3月31日まで	 2008年3月31日まで	 増減

売上高	 376,534	 437,448	 △60,914

売上原価	 253,005	 277,430	 △24,425

売上総利益	 123,528	 160,018	 △36,490

販売費及び一般管理費	 118,821	 132,605	 △13,784

営業利益	 4,707	 27,412	 △22,705

営業外収益

	 受取利息	 209	 391	 △182

	 受取配当金	 1,745	 1,612	 133

	 持分法による投資利益	 567	 869	 △302

	 雑収入	 723	 867	 △144

	 営業外収益合計	 3,245	 3,740	 △495

営業外費用	

	 支払利息	 1,595	 1,308	 287

	 たな卸資産処分損	 －	 5,501	 －

	 たな卸資産評価損	 －	 401	 －

	 為替差損	 3,452	 4,570	 △1,118

	 雑損失	 2,629	 2,918	 △289

	 営業外費用合計	 7,678	 14,699	 △7,021

経常利益	 274	 16,453	 △16,179

特別利益

	 固定資産売却益	 54	 117	 △63

	 投資有価証券売却益	 1,428	 142	 1,286

	 退職給付制度終了益	 646	 －	 －

	 国庫補助金	 500	 1,903	 △1,403

	 その他	 640	 478	 162

	 特別利益合計	 3,270	 2,642	 628

特別損失

	 固定資産売却損	 22	 28	 △6

	 固定資産除却損	 689	 416	 273

	 減損損失	 1,846	 1,115	 731

	 投資有価証券評価損	 4,871	 725	 4,146

	 事業再編損	 2,521	 －	 －

	 販売用ソフトウェア評価損	 701	 499	 202

	 その他	 2,292	 1,874	 418

	 特別損失合計	 12,945	 4,660	 8,285

税金等調整前当期純利益又は	

  税金等調整前当期純損失（△） 	  △9,400	 14,434	 △23,834

法人税、住民税及び事業税	 3,189	 5,230	 △2,041

法人税等還付税額	 △90	 △43 	 △47

法人税等調整額	 25,611	 △3,129	 28,740

法人税等合計	 28,710	 2,057	 26,653

少数株主利益	 335	 709	 △374

当期純利益又は当期純損失（△） 	 △38,446	 11,667	 △50,113

連結損益計算書
横河電機株式会社及び連結子会社

（単位：百万円）
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連結株主資本等変動計算書
横河電機株式会社及び連結子会社

	 当期	 前期
	 2008年4月1日から	 2007年4月1日から	

科目	 2009年3月31日まで	 2008年3月31日まで

株主資本

	 資本金

	 	 前期末残高	 43,401	 43,401

	 	 当期末残高	 43,401	 43,401

	 資本剰余金

	 	 前期末残高	 50,355	 50,355

	 	 当期変動額

	 	 	 自己株式の処分	 △9	 0

	 	 	 当期変動額合計	 △9	 0

	 	 当期末残高	 50,345	 50,355

	 利益剰余金

	 	 前期末残高	 139,952	 132,603

	 	 在外子会社の会計処理の変更に伴う増減	 102	 －

	 	 当期変動額	

	 	 	 剰余金の配当	 △4,121	 △4,074 

	 	 	 当期純利益又は当期純損失（△）	 △38,446	 11,667

	 	 	 その他	  △351	 △243

	 	 	 当期変動額合計	  △42,919	 7,349

	 	 当期末残高	 97,134	 139,952

	 自己株式

	 	 前期末残高	 △10,990	 △4,389 

	 	 当期変動額	

	 	 	 自己株式の取得	 △10	 △6,603 

	 	 	 自己株式の処分	 17	 2

	 	 	 その他	 4	 0

	 	 	 当期変動額合計	 11	 △6,601 

	 	 当期末残高	 △10,978	 △10,990 

	 株主資本合計

	 	 前期末残高	 222,718	 221,970

	 	 在外子会社の会計処理の変更に伴う増減	 102	 －

	 	 当期変動額

	 	 	 剰余金の配当	  △4,121	 △4,074

	 	 	 当期純利益又は当期純損失（△）	 △38,446	 11,667

	 	 	 自己株式の取得	 △10	 △6,603 

	 	 	 自己株式の処分	 7	 2

	 	 	 その他	 △346	 △243 

	 	 	 当期変動額合計	 △42,917	 748

	 	 当期末残高	 179,902	 222,718

	 当期	 前期
	 2008年4月1日から	 2007年4月1日から	

科目	 2009年3月31日まで	 2008年3月31日まで

評価・換算差額等

	 その他有価証券評価差額金

	 	 前期末残高	 2,991	 11,926

	 	 当期変動額

	 	 	 株主資本以外の項目の当期変動額（純額）	 △2,973	  △8,935 

	 	 	 当期変動額合計	 △2,973	 △8,935

	 	 当期末残高	 17	 2,991

	 繰延ヘッジ損益

	 	 前期末残高	 1	 6

	 	 当期変動額

	 	 	 株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 	 △1	 △4 

	 	 	 当期変動額合計	 △1	 △4 

	 	 当期末残高	 －	 1

	 年金負債調整額

	 	 前期末残高	 －	 －

	 	 当期変動額	 	

	 	 	 株主資本以外の項目の当期変動額(純額) 	 △384	 －

	 	 	 当期変動額合計	 △384	 －

	 	 当期末残高	 △384	 －

	 為替換算調整勘定

	 	 前期末残高	 △5,036	 348

	 	 当期変動額

	 	 	 株主資本以外の項目の当期変動額（純額）	 △7,275	  △5,385 

	 	 	 当期変動額合計	 △7,275	 △5,385 

	 	 当期末残高	 △12,311	 △5,036 

	 評価・換算差額等合計

	 	 前期末残高	 △2,044	 12,281

	 	 当期変動額

	 	 	 株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 	 △10,633	 △14,325 

	 	 	 当期変動額合計	 △10,633	 △14,325 

	 	 当期末残高	 △12,678	 △2,044 

	 少数株主持分

	 	 前期末残高	 4,170	 4,650

	 	 当期変動額

	 	 	 株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 	 △386	 △480 

	 	 	 当期変動額合計	  △386	 △480

	 	 当期末残高	 3,783	 4,170

純資産合計

	 	 前期末残高	 224,844	 238,902

	 	 在外子会社の会計処理の変更に伴う増減	 102	 －

	 	 当期変動額

	 	 	 剰余金の配当	  △4,121	 △4,074

	 	 	 当期純利益又は当期純損失（△）	 △38,446	 11,667

	 	 	 自己株式の取得	 △10	 △6,603 

	 	 	 自己株式の処分	 7	 2

	 	 	 その他	  △346	 △243

	 	 	 株主資本以外の項目の当期変動額（純額）	 △11,020	  △14,806 

	 	 	 当期変動額合計	 △53,938	 △14,057 

	 	 当期末残高	 171,008	 224,844

（単位：百万円）
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	 当期	 前期
	 2008年4月1日から	 2007年4月1日から	

科目	 2009年3月31日まで	 2008年3月31日まで	 増減

営業活動によるキャッシュ・フロー

	 税金等調整前当期純利益又は	

	   税金等調整前当期純損失（△）	 △9,400	 14,434	 △23,834

	 減価償却費	 21,615	 23,129	 △1,514

	 貸倒引当金の増減額（△は減少）	  △1	 1,406	 △1,407

	 賞与引当金の増減額（△は減少） 	 △5,400	 △80 	 △5,320

	 退職給付引当金の増減額（△は減少）	 △1,715	  △766 	 △949

	 受取利息及び受取配当金	 △1,954	 △2,003 	 49

	 支払利息	 1,595	 1,308	 287

	 投資有価証券評価損益（△は益） 	 4,871	 725	 4,146

	 持分法による投資損益（△は益） 	 △567	 △869 	 302

	 投資有価証券売却損益（△は益） 	  △1,395	 △142	 △1,253

	 固定資産除却損	 689	 416	 273

	 減損損失	 1,846	 1,115	 731

	 事業再編損	 2,521	 －	 －

	 販売用ソフトウェア評価損	 701	 －	 －

	 売上債権の増減額（△は増加） 	 28,321	 △10,460 	 38,781

	 たな卸資産の増減額（△は増加） 	 △2,485	 3,794	 △6,279

	 仕入債務の増減額（△は減少）	 △7,383	 660	 △8,043

	 退職給付制度変更による	

	   未払金減少額	 △2,298	 △4,308 	 2,010

	 その他	 △1,972	 △2,351 	 379

	 小計	 27,587	 26,010	 1,577

	 利息及び配当金の受取額	 2,143	 2,073	 70

	 利息の支払額	 △1,451	 △1,388 	 △63

	 法人税等の支払額

	   又は還付額（△は支払） 	 △3,818	 △5,859 	 2,041

	 営業活動によるキャッシュ・フロー	 24,461	 20,834	 3,627

	 当期	 前期
	 2008年4月1日から	 2007年4月1日から	

科目	 2009年3月31日まで	 2008年3月31日まで	 増減

投資活動によるキャッシュ・フロー	

	 定期預金の預入による支出	 △3,218	 △4,761 	 1,543

	 定期預金の払戻による収入	 4,319	 4,383	 △64

	 有形固定資産の取得による支出	 △14,411	 △35,588 	 21,177

	 有形固定資産の売却による収入	 138	 2,284	 △2,146

	 無形固定資産の取得による支出	 △13,190	 △11,191 	 △1,999

	 投資有価証券の取得による支出	 △2,482	 △6,878 	 4,396

	 投資有価証券の売却及び	

	   償還による収入	 3,486	 2,411	 1,075

	 連結の範囲の変更を伴う

	   子会社株式の取得による支出	 △775	 －	 －

	 事業譲渡による収入	 1,011	 －	 －

	 その他	 1,022	 △1,703 	 2,725

	 投資活動によるキャッシュ・フロー	 △24,099	 △51,043 	 26,944

財務活動によるキャッシュ・フロー

	 短期借入金の純増減額（△は減少） 	 △4,718	 △8,715 	 3,997

	 コマーシャル・ペーパーの	

	   増減額（△は減少） 	 △8,000	 18,000	 △26,000

	 長期借入れによる収入	 46,000	 45,580	 420

	 長期借入金の返済による支出	 △15	 △11	 △4

	 社債の償還による支出	 －	 △20,000	 －

	 自己株式の取得による支出	 △10	 △6,603 	 6,593

	 配当金の支払額	 △4,120	 △4,069 	 △51

	 少数株主への配当金の支払額	 △692	 △258 	 △434

	 その他	 7	 2	 5

	 財務活動によるキャッシュ・フロー	 28,449	 23,923	 4,526

現金及び現金同等物に係る	

  換算差額	 △2,187	 △1,823 	 △364

現金及び現金同等物の	

  増減額（△は減少）	 26,624	  △8,107 	 34,731

現金及び現金同等物の期首残高	 30,209	 38,178	 △7,969

連結の範囲の変更に伴う現金及び	

  現金同等物の増減額（△は減少）	 －	 138	 －

現金及び現金同等物の期末残高	 56,833	 30,209	 26,624

連結キャッシュ・フロー計算書
横河電機株式会社及び連結子会社

（単位：百万円）
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	 当期	 前期
	 2008年4月1日から	 2007年4月1日から	 	

科目	 2009年3月31日まで	 2008年3月31日まで	 増減

制御事業	 	 	
	 受注高	 302,036	 343,152	 △41,116
	 売上高	 301,152	 322,222	 △21,070
	 営業利益	 29,097	 39,069	 △9,972
	 研究開発費	 15,304	 16,215	 △911

計測機器事業
	 受注高	 32,557	 67,647	 △35,090
	 売上高	 34,138	 68,771	 △34,633
	 営業損失	 △13,764	 △1,987	 △11,777
	 研究開発費	 11,796	 14,562	 △2,766

新事業その他	 	 	
	 受注高	 39,692	 44,273	 △4,581
	 売上高	 41,244	 46,455	 △5,211
	 営業損失	 △10,626	 △9,670	 △956
	 研究開発費	 10,129	 10,097	 32

連結
	 受注高	 374,285	 455,072	 △80,787
	 売上高	 376,534	 437,448	 △60,913
	 営業利益	 4,707	 27,412	 △22,705
	 研究開発費	 37,229	 40,875	 △3,646

注：事業区分の方法は、製品の系列、市場の類似性及び当社グループの損益集計区分を考慮し行っています。

（単位：百万円）

	 当期	 前期
	 2008年4月1日から	 2007年4月1日から	 	

科目	 2009年3月31日まで	 2008年3月31日まで	 増減

日本		
	 売上高	 187,075	 237,417	 △50,342
	 営業利益又は営業損失	 △7,858	 8,890	 △16,748

アジア		 	
	 売上高	 74,518	 86,043	 △11,525
	 営業利益	 6,240	 9,727	 △3,487

欧州	 	 	
	 売上高	 45,472	 47,489	 △2,016
	 営業利益	 1,406	 4,555	 △3,148

北米	 	 	
	 売上高	 29,335	 30,803	 △1,467
	 営業利益	 427	 1,010	 △582

その他	 	 	
	 売上高	 40,132	 35,693	 4,438
	 営業利益	 3,627	 3,359	 268

消去又は全社	 	 	
	 売上高	 ー	 ー	 ー
	 営業利益	 863	 (129)	 ー

連結	 	 	
	 売上高	 376,534	 437,448	 △60,913
	 営業利益	 4,707	 27,412	 △22,705

注1：国又は地域は、地理的接近度により区分しています。
2：本邦以外の区分に属する国又は地域の内訳は次のとおりです。 
	 	 (1) �アジア：中国、シンガポール、韓国、インド等 　(2) 欧州：オランダ、フランス、イギリス、ドイツ等　(3) 北米：米国、カナダ
	 	 (4) その他：中東、ロシア、ブラジル、オーストラリア等 

（単位：百万円）

事業の種類別セグメント情報
横河電機株式会社及び連結子会社

所在地別セグメント情報
横河電機株式会社及び連結子会社
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会社情報
2009年3月31日現在

商　号	 横河電機株式会社

英文社名	 Yokogawa Electric Corporation

ウェブサイト	 http://www.yokogawa.co.jp/

本社所在地	 〒180-8750 東京都武蔵野市中町2-9-32

創　立	 1915年9月1日

設　立	 1920年12月1日

資本金	 43,401,056,425円

従業員数	 20,247人（連結）　4,848人（個別）

関係会社数	 国内23社　海外70社

株式情報
2009年3月31日現在

発行可能株式総数	 600,000,000株

発行済株式の総数	 268,624,510株

株主数	 37,789名

上場証券取引所	 東京証券取引所

株主名簿管理人	 〒103-8670 東京都中央区八重洲1-2-1

	 みずほ信託銀行株式会社

株主総会	 毎年6月

会計監査人	 監査法人トーマツ

大株主（上位10名）
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株主名
持株数
（株）

所有比率
（％）

第一生命保険相互会社 22,697,000 8.45 

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口) 18,003,000 6.70 

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 14,773,900 5.50

日本生命保険相互会社 14,284,615 5.32 

横河電機株式会社 11,037,684 4.11 

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口4G） 10,047,500 3.74 

オーエム04 エスエスビー クライアント オムニバス 8,697,259 3.24 

横河電機持株会 6,998,950 2.61 

みずほ信託銀行株式会社  退職給付信託
 （みずほコーポレート銀行口） 6,643,990 2.47 

東京海上日動火災保険株式会社 4,694,936 1.75 

※�CSRに関する詳細情報については、当社ホームページをご覧ください。CSRウェブサイトURL http://www.yokogawa.co.jp/csr/

45



Cert no. SGS-COC-2053

〒180-8750　東京都武蔵野市中町 2-9-32

TEL 0422-52-5530（広報・IR 室ダイヤルイン）　FAX 0422-55-6492

http://www.yokogawa.co.jp/
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